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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第38期、第39期及び第42期は、調整計算の結果、１株当たり当期

純利益金額が希薄化しないため、第41期は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第42期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

  

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 81,017 88,599 93,334 88,609 93,681 

経常利益 (百万円) 1,399 2,873 1,531 380 4,232 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 220 333 1,049 △13,919 2,053 

純資産額 (百万円) 52,067 49,676 50,088 37,703 40,617 

総資産額 (百万円) 74,805 81,557 71,727 84,009 80,876 

１株当たり純資産額 (円) 2,597.36 2,478.09 2,498.64 1,880.82 2,023.79 

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) 10.99 16.61 52.33 △694.35 102.41 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― 52.32 ― ― 

自己資本比率 (％) 69.6 60.9 69.8 44.9 50.2 

自己資本利益率 (％) 0.4 0.7 2.1 △31.7 5.2 

株価収益率 (倍) 113.7 148.1 35.77 ― 16.58 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 7,734 7,928 1,559 7,966 5,124 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,851 △3,305 △6,161 △6,859 △3,304 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,251 △804 69 △3,924 △2,769 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 13,937 17,336 13,039 10,669 10,112 

従業員数 (名) 10,050 10,691 11,750 13,626 14,764 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第38期、第39期及び第42期は、調整計算の結果、１株当たり当期

純利益金額が希薄化しないため、第41期は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第42期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

４ 第38期の平均臨時雇用人員は、従業員数の100分の10未満であるため記載しておりません。 

  

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 60,010 68,254 72,298 62,428 67,209 

経常利益 (百万円) 3,218 4,877 4,294 494 4,648 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 1,902 2,859 3,577 △20,290 2,472 

資本金 (百万円) 10,800 10,800 10,800 10,800 10,800 

発行済株式総数 (千株) 20,046 20,046 20,046 20,046 20,046 

純資産額 (百万円) 48,357 50,642 53,623 32,869 35,044 

総資産額 (百万円) 68,556 78,205 70,589 73,211 70,231 

１株当たり純資産額 (円) 2,412.31 2,526.29 2,675.00 1,639.68 1,748.19 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

30.00 

(15.00)

30.00 

(15.00)

30.00 

(15.00)

15.00 

(10.00)

20.00 

(10.00)

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) 95.02 142.62 178.42 △1,012.14 123.35 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― 178.38 ― ― 

自己資本比率 (％) 70.5 64.8 76.0 44.9 49.9 

自己資本利益率 (％) 4.0 5.8 6.9 △46.9 7.3 

株価収益率 (倍) 13.2 17.2 10.5 ― 13.8 

配当性向 (％) 31.6 21.0 16.8 ― 16.2 

従業員数 (名) 1,116 1,132 1,155 1,143 1,141

[外、平均臨時雇用人員]   [―] [129] [165] [183] [182]



２ 【沿革】 

  

  

年月 沿革 

昭和41年８月 山形県天童市に、東北パイオニア株式会社を資本金4,000万円をもって設立。 

昭和41年12月 本社工場完成。スピーカーの製造・販売を開始。 

昭和51年４月 カーカセット用メカニズムの製造・販売を開始。 

昭和56年４月 米沢工場を新設。現在、有機ＥＬ(エレクトロルミネッセンス)機器の生産拠点として活用。 

昭和59年10月 ＦＡ(ファクトリー・オートメーション)システム機器の製造・販売を開始。 

昭和63年４月 北米市場にカースピーカーを販売するため子会社Pioneer Speakers,Inc.(現在の出資比率100％)

を米国カリフォルニア州に設立。 

平成２年５月 天童南工場を取得。現在、ＦＡシステム機器及び光ディスク製造装置の生産拠点として活用。 

平成７年４月 東南アジアの生産拠点を確保するため子会社Tohoku Pioneer (Thailand) Co.,Ltd.(現在の出資

比率100％)をタイ国アユタヤ県に設立。同年11月よりカーカセット用メカニズムの製造・販売を

開始。 

平成７年４月 中国の生産拠点を確保するため中国上海市の合弁会社上海先鋒電声器材有限公司(現在の出資比

率99.6％)を子会社化。同年12月よりカースピーカーの製造・販売を開始。 

平成９年11月 スピーカー事業を強化するため最上電機株式会社(現在の出資比率100％)を子会社化。 

平成11年２月 有機ＥＬ機器の量産開始。 

平成12年３月 東京証券取引所市場第二部へ上場。 

平成13年３月 有機ＥＬ用ＴＦＴ基板を製造するため合弁でエルディス株式会社を栃木県下都賀郡に設立。 

平成14年10月 パイオニアビデオ株式会社より光ディスク製造装置の事業移管を受ける。 

平成17年10月 東南アジアの生産拠点を確保するため子会社Tohoku Pioneer (Vietnam) Co.,Ltd.(現在の出資比

率100％)をベトナム国ハイフォン市に設立。翌年１月より携帯電話用スピーカーの製造・販売を

開始。 

平成18年３月 エルディス株式会社を清算。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社16社及び関連会社１社で構成されております。 

当社グループの事業内容は、カースピーカー、カーＣＤ／ＤＶＤ用メカニズム及び有機ＥＬ機器の製造・販売を中

心としたエレクトロニクス関連事業とＦＡシステム機器及び光ディスク製造装置の製造・販売を中心とした産業用機

器事業に区分されます。 

また、当社グループは、ＡＶ(オーディオ・ビデオ)機器等の製造・販売を行うホームエレクトロニクス事業及びカ

ーオーディオ製品やカーナビゲーションシステムの製造・販売を行うカーエレクトロニクス事業等を営んでいるパイ

オニア株式会社グループに属しており、同社は当社の親会社であります。 

当社グループにおける生産販売体制は次のとおりであります。なお、以下に記載する当社グループの事業内容は、

事業の種類別セグメント情報における事業区分と同一であります。 

〔エレクトロニクス関連事業〕 

製造は、主に当社及び当社の生産体制と一体となった国内外の製造子会社が行っております。 

販売は、国内外で当社及び子会社がパイオニア株式会社の販売網を通じて行うとともに、直接販売を行ってお

ります。 

〔産業用機器事業〕 

製造は、当社及び国内外の製造子会社が行い、主に当社が販売しております。 

  

当社の事業の種類別の主な製品と主な会社の位置付けは、次のとおりであります。 

  

事業の種類 主な製品 主な会社 

エレクトロニクス 
関連 

各種スピーカー 
カーＣＤ／ＤＶＤ用メカニズム 
有機ＥＬ機器 
オーディオ周辺機器 
電子機器用部品等 

当社 
最上電機㈱ 
Pioneer Speakers,Inc.(米国) 
Tohoku Pioneer (Thailand) Co.,Ltd.(タイ国) 
上海先鋒電声器材有限公司(中国) 
Pioneer Industrial Components (Hong Kong) Ltd.(香港) 

産業用機器 ＦＡシステム機器 
光ディスク製造装置 
金型等 

当社
パイオテック㈱ 
ティーエスイー㈱ 



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ＊１：親会社との関係内容については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等(関連当事者との取引)」に記載してい

るため、省略しております。 

３ ＊２：特定子会社に該当しております。 

４ ＊３：有価証券報告書の提出会社であります。 

５ 議決権に対する当社の所有割合欄の( )内の数字は、間接所有割合(内数)であります。 

名称 住所
資本金又は
出資金 

(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
又は被所有割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有
割合(％)

(親会社)   
パイオニア㈱  

 ＊１、＊３、*５ 東京都目黒区 49,049
電子・電気機械
器具の製造販売 ― 67.1

  
(連結子会社)   

最上電機㈱ 山形県最上郡 404
エレクトロニクス
関連事業 100.0 ―

当社製品の部品の製造 
資金の貸付 
役員の兼任等無 

パイオテック㈱ 山形県天童市 50 産業用機器事業 100.0 ―
当社製品の部品の製造 
土地建物の賃貸 
役員の兼任等無 

ティーエスイー㈱ 山形県天童市 50 産業用機器事業 100.0 ―
当社製品の製造 
土地建物の賃貸 
役員の兼任等有 

テーピーエー㈱ 山形県天童市 50
エレクトロニクス
関連事業 100.0 ―

当社製品の製造 
土地建物の賃貸 
役員の兼任等無 

Pioneer Speakers,Inc. 
         ＊２、＊４ 

米国 
カリフォルニア州 

千USドル
21,070 

エレクトロニクス
関連事業 100.0 ―

当社製品の製造 
役員の兼任等無 

Pioneer Speakers, 
S.A.de C.V. 

メキシコ国
ティファナ市 

千USドル
6,322 

エレクトロニクス
関連事業 

100.0
(100.0)

―
当社製品の製造 
役員の兼任等無 

Mogami America,Inc. 米国 
カリフォルニア州 

千USドル
7,477 

エレクトロニクス
関連事業 

100.0
(100.0)

―
当社製品の部品の製造 
役員の兼任等無 

Mogami Mexico, 
S.A.de C.V. 

メキシコ国
ティファナ市 

千ペソ
17,481 

エレクトロニクス
関連事業 

100.0
(100.0)

―
当社製品の部品の製造 
役員の兼任等無 

Tohoku  Pioneer  (Thailand) 
Co.,Ltd.    ＊２、＊４ 

タイ国 
アユタヤ県 

千バーツ
350,000 

エレクトロニクス
関連事業 100.0 ―

当社製品の製造 
役員の兼任等無 

上海先鋒電声器材有限公司 
         ＊２、＊４ 

中国 
上海市 

千USドル
67,700 

エレクトロニクス
関連事業 99.6 ―

当社製品の製造 
役員の兼任等有 

上海先鋒電鍍技術有限公司 中国 
上海市 

千USドル
1,000 

エレクトロニクス
関連事業 100.0 ―

当社製品の部品の製造・
販売 
役員の兼任等有 

Pioneer Industrial 
Components(Hong Kong)Ltd. 

中国 
香港 

千香港ドル
10,000 

エレクトロニクス
関連事業 100.0 ―

製品・材料の輸入 
当社製品の製造 
役員の兼任等無 

Mogami Hong Kong Co.,Ltd. 中国 
香港 

千香港ドル
40,621 

エレクトロニクス
関連事業 

100.0
(100.0)

―
当社製品の部品の製造 
役員の兼任等無 

Mogami (Dongguan) 
Electronics Co.,Ltd. 

中国 
東莞市 

千元
41,038 

エレクトロニクス
関連事業 

100.0
(100.0)

―
当社製品の部品の製造 
役員の兼任等無 

Tohoku Pioneer 
(Vietnam) Co.,Ltd.  ＊２ 

ベトナム国
ハイフォン市 

千USドル
17,000 

エレクトロニクス
関連事業 100.0 ―

当社製品の製造 
役員の兼任等有 

(持分法適用関連会社)   

Thai Mikami Co.,Ltd タイ国 
アユタヤ県 

千バーツ
125,000 

エレクトロニクス
関連事業 20.0 ―

当社製品の部品の製造 
役員の兼任等無 



６ ＊４：Pioneer Speakers,Inc.、Tohoku Pioneer(Thailand) Co.,Ltd.及び上海先鋒電声器材有限公司については、売上高

(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。主要な損益情報等は以下のと

おりであります。 

７ ＊５：パイオニア株式会社は、当社の普通株式を対象として平成19年５月15日から平成19年６月19日の間に公開買付けを

行いました。公開買付けの結果、平成19年６月26日現在の当社の議決権被所有割合は97.6％であります。なお、議決権被

所有割合は、平成19年３月31日現在の総株主の議決権の数(200,455個)を基準に算出しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。)

であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は[ ]

内に当事業年度の平均人数を外数で記載しております。なお、臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の社員を

含み、派遣社員を除いております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社及び一部子会社に労働組合があります。 

なお、労使関係については良好であります。 

  

  
主要な損益情報等 

売上高 
(百万円) 

当期純利益
(百万円) 

純資産額
(百万円) 

総資産額 
(百万円) 

Pioneer 
Speakers,Inc. 

13,565 225 2,659 5,737 

Tohoku Pioneer 
(Thailand) Co.,Ltd. 

10,713 630 3,862 4,963 

上海先鋒電声 
器材有限公司 

32,241 220 10,238 14,632 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

エレクトロニクス関連事業 14,296 

産業用機器事業 468 

合計 14,764 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,141[182] 38.9 15.2 5,722,101 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、主要産業を中心に企業収益の改善や設備投資の増加等明るさが見受けら

れ、長期成長基調の定着が見られました。世界経済においては、アメリカ経済の先行きには若干の不透明感もある

ものの、中国を中心にアジア諸国は景気拡大が続いており、また、ヨーロッパ経済も全体的に景気が回復基調にあ

ります。２月末に世界の株式市場の連鎖的な急落があったものの、総じて景気拡大の動きが広がりました。 

  

このような環境の下、当社グループにおける売上の状況は、有機ＥＬを中心にエレクトロニクス関連事業の売上

が順調に増加いたしました。また、産業用機器事業の売上も順調に拡大し、当連結会計年度の売上高は93,681百万

円(前年度比105.7％)となりました。 

利益につきましては、売上高の増加に加え、徹底した原価低減を進めた結果、営業利益は4,500百万円(前年度比

3.6倍)となりました。また、前年度において大幅なロスを計上しました持分法投資損失の負担が解消されたことか

ら、経常利益は4,232百万円(前年度比11.1倍)、同様に関係会社整理損の負担が解消されたことから、当期純利益に

ついては、前年度13,919百万円の赤字に対して2,053百万円の黒字となりました。 

  

事業別セグメントの業績は、エレクトロニクス関連事業では、携帯電話サブディスプレイ用及び車載用のパッシ

ブ型有機ＥＬの販売が順調に伸び、スピーカー部門も携帯電話用スピーカーの販売が減少したものの、カースピー

カーは順調に推移したことから、売上高は78,632百万円(前年度比102.8％)となりました。利益につきましては、海

外生産拠点における部材の現地調達を始めとする材料費の低減や生産効率の向上など徹底した原価低減に努めたこ

ともあり、営業利益は大幅に増加し3,660百万円(前年度比2.7倍)となりました。 

産業用機器事業では、ＦＡシステム機器の販売が堅調に推移したことから、売上高15,049百万円(前年度比

124.5％)、営業利益842百万円(前年度の営業利益は１百万円)と大幅に増加いたしました。 

  

主要な所在地別セグメントの業績は、日本では売上高58,800百万円(前年度比107.7％)、営業利益2,982百万円(前

年度は923百万円の営業損失)、北米では売上高14,066百万円(前年度比94.8％)、営業利益273百万円(前年度は642百

万円の営業損失)、アジアでは売上高20,815百万円(前年度比108.6％)、営業利益1,215百万円(前年度比44.2％)とな

りました。 



  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)が、前連

結会計年度末に比べ557百万円減少し、当連結会計年度末には10,112百万円となりました。これは、営業活動による

増加5,124百万円、投資活動による減少3,304百万円、財務活動による減少2,769百万円によるものであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、5,124百万円となりました。これは、税金等調整前当期純

利益4,455百万円、減価償却費3,979百万円等による資金増加と、売上債権の増加額1,233百万円，仕入債務の減少額

1,019百万円、過年度関税等支払額1,170百万円等による資金減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、3,304百万円となりました。これは、主にベトナム及び中

国を中心とする海外の連結子会社における生産設備の取得による支出3,517百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金は、2,769百万円の減少となりました。これは、主に長期借入金の返

済による3,820百万円の支出と、短期借入金の純増加額による1,356百万円の収入によるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業 金額(百万円) 前期比(％) 

エレクトロニクス関連事業 76,667 103.5 

産業用機器事業 15,052 116.4 

計 91,719 105.4 

消去又は全社 △411 ― 

連結 91,308 106.1 



  
(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

事業 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％) 

エレクトロニクス関連事業 79,364 101.0 11,592 106.7 

産業用機器事業 14,025 96.3 6,140 81.1 

計 93,389 100.3 17,732 96.2 

消去又は全社 △385 ― △50 ― 

連結 93,004 100.7 17,682 96.3 

事業 金額(百万円) 前期比(％) 

エレクトロニクス関連事業 78,636 102.7 

産業用機器事業 15,456 119.1 

計 94,092 105.1 

消去又は全社 △411 ― 

連結 93,681 105.7 

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

パイオニア㈱ 26,604 30.0 26,098 27.9 

Pioneer Technology 

(Shanghai) Co.,Ltd. 
― ― 9,937 10.6 



３ 【対処すべき課題】 

利益体質の基盤の再構築、強化に向けて有機ＥＬ事業につきましては、より一層の徹底した原価低減を図るとと

もに、パッシブ型有機ＥＬの特性である「高視認性」「低温動作性能」を発揮できる製品・用途の開発を行い、売

上の拡大と収益力の強化に注力して参ります。 

一方、スピーカー及びメカトロニクス事業におきましては、海外生産拠点の機能を整理拡充し、開発・設計業務

の充実、部材の現地調達の推進、適正な在庫水準と効率的な生産プロセスを実現することによって、より一層のコ

スト競争力と品質の強化を図って参ります。一方、国内では製品企画・開発部門の強化により開発期間の短縮を図

るとともに、国内外の生産体制を 適化し競争力を強化するための生産戦略の見直しを随時行い、利益体質の強化

を図って参ります。 

ＦＡ事業におきましては、自動車関連顧客の業績拡大とグローバル展開に合わせ、「安全」「環境」「省エネ」

対策のシステム関連装置の販売拡大を図るとともに、積極的に新分野への進出を図って参ります。また、光ディス

ク製造装置につきましては、急激な受注変動に対応できる体制を確立するとともに、ブルーレイ対応についても万

全を期しております。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性がある事項には、次のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末

現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 新製品開発力 

当社グループの将来の成長は、各事業分野とも革新的な新製品の開発と品質及び価格競争力の強化に依存すると

予想しておりますが、当社グループが属する業界は技術的な進歩を始めとする急速な変化が特徴としてあげられま

す。新製品の開発と販売のプロセスは、その性質から複雑かつ不確実なものであり、以下を始めとする様々なリス

クが含まれます。 

①新製品や新技術への投資に必要な資金を、今後十分充当できる保証はありません。 

②長期的な投資と資源投入が、成功する新製品又は新技術の創造へつながる保証はありません。 

③当社グループが市場からの支持を獲得できる新製品又は新技術を正確に予想できるとは限らず、またこれらの

製品の販売が成功する保証はありません。 

④新たに開発した製品又は技術が、独自の知的財産権として保護される保証はありません。 

⑤技術の急速な進歩と消費者の嗜好の変化により、当社グループ製品が時代遅れになる可能性があります。 

⑥現在開発中の新技術の商品化遅れにより、市場の需要について行けなくなる可能性があります。 

上記のリスクを始めとして、当社グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品を開発でき

ない場合、将来の成長と収益性を低下させ、当社グループの業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

(2) 海外生産について 

当社グループは、競争力のある製品の製造と原価低減のために、中国を中心に海外における生産及び部材調達の

規模拡大を続けております。しかし、各国における政治又は法規制の変化、労働力の不足、ストライキ、経済状況

の変化等、予期せぬ事象により事業の遂行が困難になり、当社グループの業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性が

あります。 

  

(3) 特定業界への売上依存 

当社グループは、カーオーディオ用として、スピーカー・メカニズム・有機ＥＬディスプレイを販売しており、



ＦＡシステム機器の販売も自動車関連が中心であります。また、携帯電話用のスピーカー・有機ＥＬディスプレ

イを販売しております。 

これらの製品は、当社グループの売上高の大部分を占めているため、カーオーディオ業界・自動車業界・携帯電

話業界の好不況により、当社グループの業績と財務状況に影響が及ぶ可能性があります。 

  

(4) パイオニア株式会社との関係 

パイオニア株式会社は、平成19年３月31日現在、当社の株式の67.1％を所有しており、当社グループのカーオー

ディオ用スピーカー、メカニズム及び部品の主要な納入先であります。 

同社との取引金額は多額であるため、同社の経営方針・業績動向により当社グループの業績動向も影響を受ける

可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 親会社との重要な契約 

当社とパイオニア株式会社は、当社単独及び両社共同による発明、考案を当社と同社の共同名義により出願し、

その権利を共有化すること及び当社、同社及び同社の子会社が単独名義若しくは相互の共同名義で出願、権利化さ

れている発明、考案を製品の企画・開発に利用し合うことができる旨の契約を平成９年４月１日に締結しておりま

す。 

但し、両社の協議により当社単独の発明、考案を本契約の適用を受けずに当社単独で出願することも可能であり

ます。 

また、当社は同社との間で商標使用許諾契約書を平成９年７月16日に締結しております。当該契約では、当社が

同社に事前に通知し承認を得れば、同社の商標を使用できる旨を取り決めております。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、当社のエレクトロニクス関連事業及び産業用機器事業における研究開発部門で行っ

ております。当連結会計年度の研究開発費は1,360百万円であり、その活動及び成果は次のとおりであります。 

  

(エレクトロニクス関連事業) 

スピーカー事業部は、主にカースピーカーと携帯電話用スピーカーの分野で以下の研究開発に取り組みました。 

市販市場向けカースピーカーでは、高音質化を実現するため、主に振動板の開発に取り組み、「PEN

（Polyethylene Naphthalate/ポリエチレンナフタレート）繊維4軸織り振動板」を開発いたしました。「PEN繊維4

軸織り振動板」は、軽量で剛性が高いPEN繊維の4軸織り化を実現し、軽量高剛性の高音質振動板となりました。こ

の振動板は国内主力製品に導入されました。 

カースピーカー全般では、環境に配慮した製品作りの一環として、無溶剤型で乾燥速度も速い新規接着剤を接着

剤メーカーと共同開発をし、国内、中国、メキシコの各生産拠点に導入いたしました。この接着剤の導入により、

環境と人にやさしく、生産効率も高められる製品作りが実現できました。 

携帯電話用スピーカーでは、携帯電話本体の小型化・薄型化に加えて多機能化が進み、搭載するスピーカーにも

一層の小型化・薄型化が要求されております。これらの変化や顧客の要求に応えるため、ＣＡＥ(Computer-Aided 

Engineering)の活用を開発に取り入れ、新形状の振動板や新構造の開発を行い、高能率・高性能・高耐入力等の性

能を維持しながら薄型化の基礎研究を進め、製品化に結びつけております。 

  

パッシブマトリクス型有機ＥＬについては、携帯電話サブディスプレイ向けと車載ディスプレイ向けの分野に加

えて、新規アプリケーションとして産業機器用ディスプレイの研究開発にも取り組みました。 

携帯電話サブディスプレイ向けに関しては、お客様要求の超薄型を実現するために、新たな構造の開発に取り組

みを開始するとともに、白色の更なる高輝度化及び新色の開発も行いました。 

一方、車載ディスプレイ向けに関しては、業界初となるフルセグメントタイプの有機ＥＬの量産を開始しており

ます。新たに取り組んだ産業機器用ディスプレイは、5.6インチの白色ＱＶＧＡ(320×240ドット)タイプで、平成19

年秋ごろの量産を目指しております。 

  

メカトロ事業部では、車の運転をより楽しくしてくれるというコンセプトで、車載ロボットの開発をパイオニア

株式会社と共同で行っております。 

このロボットは、全高12cmのペンギンの形状をしたもので、赤信号や急加速を警告する機能を併せ持ち、メカト

ロ事業部では機構部分の開発を受け持ちました。試作品は昨年10月の『CEATEC JAPAN ２００６』に参考出展さ

れ、好評を得ており、今後も共同で開発を継続する予定です。 

  

  

(産業用機器事業) 

ＦＡ事業では、以下の研究開発に取り組みました。 

ＦＡシステム機器については、生産設備だけでなく検査システムの開発にも取り組んでおります。 

特に当社が数多くの納入実績のある自動車用インジェクター生産装置に関連し、従来から開発しているインジェ

クターの瞬時流量計測・油密計測・噴霧パターン計測等各種計測システムの開発に加え、今後、需要が期待されて

いるディーゼルインジェクター計測システムの開発にも取り組んでおります。 

また、ガラス基板検査装置の超精密検査装置として画像処理検査装置の開発に取り組んでおります。 

光ディスク製造装置については、次期メディア「Dual-layer Blu-ray Disc」のスペースレイヤー形成装置及びカ

バー層形成装置の開発に取り組んでおります。 



  



  
７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績 

当連結会計年度の売上の状況は、有機ＥＬを中心にエレクトロニクス関連事業の売上が順調に増加いたしまし

た。携帯電話サブディスプレイ用及び車載用のパッシブ型有機ＥＬの販売が順調に伸び、スピーカー部門も携帯電

話用スピーカーの売上が減少したものの、カースピーカーは順調に推移いたしました。 

また、産業用機器事業の売上についても、ＦＡシステム機器の販売が堅調に推移し増加いたしました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は93,681百万円(前年度比105.7％)となりました。 

営業利益につきましては、売上高の増加に加え、海外生産拠点における部材の現地調達を始めとする材料費の低

減や生産効率の向上等、徹底した原価低減を進めた結果、4,500百万円(前年度比3.6倍)となりました。 

また、経常利益は、前年度において大幅なロスを計上しました持分法投資損失の負担が解消されたことから、

4,232百万円となり、前年度比11.1倍の大幅な増益となりました。 

税金等調整前当期純利益は、関係会社整理損等の負担が解消されたことから、前年度は26,099百万円の純損失を

計上したのに対し、4,455百万円の大幅な純利益となりました。 

当期純利益については、前年度13,919百万円の赤字に対して2,053百万円の黒字となりました。 

  

(2) 財政状態 

当連結会計年度末の財政状態は、前年度末に比べて、現金及び預金1,443百万円、受取手形及び売掛金1,650百万

円等の増加があったものの、繰延税金資産(固定資産)1,956百万円、有形固定資産761百万円、主に寄託金の減少に

よるその他の流動資産3,412百万円等の減少により、総資産は3,133百万円減少の80,876百万円となりました。負債

は5,998百万円減少の40,259百万円となりました。これは、長期借入金3,820百万円、その他の流動負債1,738百万円

等の減少と短期借入金1,361百万円等の増加によるものであります。純資産は当期純利益2,053百万円に加え、為替

換算調整勘定1,111百万円を貸方計上したことにより、40,617百万円となりました。この結果、自己資本比率は

5.3％改善し50.2％となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)では、海外生産体制の拡大・増強等のため、当連結会計年度はエレクトロニク

ス関連事業を中心に3,688百万円の設備投資(無形固定資産等を含む)を行いました。 

エレクトロニクス関連事業では、中国及びベトナムを中心とした連結子会社における生産用設備の整備・効率化等

のために3,488百万円の設備投資を実施いたしました。 

産業用機器事業では、ＦＡ機器の生産用設備を中心に200百万円の設備投資を実施いたしました。 

所要資金については、自己資金及び借入金を充当しております。 

  

なお、生産能力に重大な影響を与えるような設備の売却及び撤去はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

  

(1) 事業の種類別セグメント内訳 

平成19年３月31日現在 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

  

事業の種類別 
セグメントの名称 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 建物 

及び構築物 
機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品 

土地
(面積千㎡)

建設仮勘定 合計 

エレクトロニクス関連事業 7,645 5,735 3,924
3,942
(599)

238 21,484 14,296

産業用機器事業 1,125 694 93
914
(62)

― 2,826 468

合計 8,770 6,429 4,017
4,856
(661)

238 24,310 14,764

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備 
の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品 

土地
(面積千㎡)

建設仮勘定 合計 

本社 
(山形県天童市) 

エレクトロニクス 
関連事業 

音響製品他 
の生産設備 1,730 586 464

656
(97)

10 3,446 665

米沢事業所 
(山形県米沢市) 

エレクトロニクス 
関連事業 

有機ＥＬ機
器の生産設
備 

2,082 1,158 135
1,466
(121)

72 4,913 342

天童南事業所 
(山形県天童市) 産業用機器事業 ＦＡ機器の

生産設備 917 272 52
914
(34)

― 2,155 103



(3) 在外子会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記のほか、提出会社において有機ＥＬ生産設備を中心としたリース設備(年間支払リース料987百万円)があります。 

３ ＊１：子会社であるPioneer Speakers,S.A.de C.V.(所在地：メキシコ国ティファナ市)と連結して表示しており、主な生

産設備は同社にあります。 

４ ＊２：子会社であるMogami Mexico,S.A.de C.V.(所在地：メキシコ国ティファナ市)と連結して表示しており、主な生産

設備は同社にあります。 

５ ＊３：土地はそのすべてを賃借しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設・拡充等の計画は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 経常的な設備の更新のための売却及び撤去を除き、重要な設備の売却及び撤去の計画はありません。 

会社名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備 
の内容 

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具
工具器具
及び備品 

土地
(面積千㎡)

建設仮勘定 合計 

Pioneer  
Speakers,Inc. 
(米国カリフォルニ
ア州)    ＊１ 

エレクトロニクス 
関連事業 

音響製品の 
生産設備 711 330 405

500
(71)

― 1,946 1,099

Mogami 
America,Inc. 
(米国カリフォルニ
ア州)    ＊２ 

エレクトロニクス 
関連事業 

音響部品の 
生産設備 114 13 11

35
(15)

― 173 226

Tohoku Pioneer 
(Thailand) 
Co.,Ltd. 
(タイ国アユタヤ
県) 

エレクトロニクス 
関連事業 

音響製品の 
生産設備 423 284 303

188
(31)

7 1,205 2,388

上海先鋒電声器材 
有限公司 
(中国上海市) ＊３ 

エレクトロニクス 
関連事業 

音響製品の 
生産設備 1,351 2,487 2,193

―
(121)

147 6,178 6,832

Tohoku Pioneer 
(Vietnam) 
Co.,Ltd. 
(ベトナム国ハイ
フォン市)   ＊３ 

エレクトロニクス 
関連事業 

音響製品の 
生産設備 544 508 ―

―
(88)

― 1,052 1,675

会社名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容
投資予定金額 

資金調達方
法 

着手及び完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

Tohoku Pioneer 
(Vietnam)Co.,Ltd. 
(ベトナム国ハイフォ
ン市) 

エレクトロニクス
関連事業 

音響製品の生産設備 500 ―
自己資金
及び 
借入金 

平成19年 
４月 

平成20年
３月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 64,000,000 

計 64,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月27日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,046,200 20,046,200
東京証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 20,046,200 20,046,200 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年６月25日) 

  
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数(個) 785(注)１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予
約権の数(個) 

― ― 

新株予約権の目的となる株式
の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式
の数(株) 

78,500 同左 

新株予約権の行使時の払込金
額(円) 

１株当たり2,631(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年７月３日～平成21年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式
を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額(円) 

発行価格 １株当たり2,631
資本組入額 １株当たり1,316

同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできない。
なお、当社が新株予約権の割当を受け
る者(以下「新株予約権者」という。)
との間で締結する新株予約権割当契約
(以下「割当契約」という。)に基づ
き、新株予約権者は、新株予約権の行
使につき、以下の制限を受ける。 
１ 新株予約権者は、権利行使時にお

いても当社又は当社の関係会社の
いずれかに在籍することを要す
る。但し、任期満了による退任、
当社又は当社の関係会社の就業規
則に規定する定年退職、会社都合
による退職、その他当社が特別に
新株予約権を行使することを認め
た場合はこの限りではない。 

２ 新株予約権者は、次の各号のいず
れかに該当した場合、新株予約権
を行使することはできない。 

(イ)新株予約権者が、当社又は当社
の関係会社の就業規則により懲
戒解雇又は諭旨退職の処分を受
けた場合 

(ロ)新株予約権者が、当社又は当社
の関係会社と競業関係にある会
社の役員、従業員又はコンサル
タントに就き、かつ、当社取締
役会において、当該新株予約権
者に割り当てた新株予約権の行
使を認めない旨が決議された場
合 

(ハ)その他、新株予約権者に当社又
は当社の関係会社に対する背信
行為があったものと認められる
場合 

(ニ)新株予約権者が、当社との間で
締結する割当契約の規定に違反
した場合 

３ 新株予約権者が死亡した場合、新
株予約権者の相続人は新株予約権
を行使することはできない。 

同左 



  

(注) １ 各新株予約権の目的となる株式の数は、100株であります。 

２ 新株予約権の発行日以降、当社が当社普通株式につき分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込金額(以下「行使

価額」という。)は次の算式により調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたしま

す。 

上記のほか、次のいずれかの場合には、行使価額は当社が適切と考える方法により調整されるものといたします。 

(イ)合併、会社分割又は資本の減少のために行使価額の調整を必要とするとき。 

(ロ)上記(イ)のほか、当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性を生じる事由の発生によって行使価額の調整を

必要とするとき。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 上電機株式会社の完全子会社化に伴う株式交換のための新株発行による増加であります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式112株は、「個人その他」に1単元、「単元未満株式の状況」に12株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20単元含まれております。 

  

  
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の譲渡に関する事
項 

新株予約権の譲渡については、当社取
締役会の承認を要する。 
なお、割当契約に基づき、新株予約権
者は、新株予約権の全部又は一部の譲
渡、質入その他の処分が禁止される。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項 

― ―

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

発行済株式
総数残高 

資本金増減額 資本金残高
資本準備金 
増減額 

資本準備金
残高 

(千株) (千株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

平成14年11月１日  (注) 46 20,046 ― 10,800 86 10,294 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 単元未満
株式の状況

(株) 政府及び地
方公共団体

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(名) 

― 13 22 76 60 5 3,846 4,022 ―

所有株式数 
(単元) 

― 9,428 475 136,107 26,613 95 27,738 200,456 600

所有株式数 
の割合(％) 

― 4.70 0.24 67.90 13.27 0.05 13.84 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式数には、次の信託業務に係る株式が含まれております。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)   477千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)     229千株 

２ パイオニア株式会社は、当社の普通株式を対象として平成19年５月15日から平成19年６月19日の間に公開買付けを行いま

した。公開買付けの結果、平成19年６月26日現在のパイオニア株式会社の発行済株式総数に対する所有株式数の割合は

97.6％であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

パイオニア株式会社 東京都目黒区目黒１丁目４番１号 13,446 67.08 

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 478 2.38 

シービーニューヨークオッペンハイマ
ークエストインターナショナルバリュ
ーファンドインク 
(常任代理人シティバンク、エヌ・エイ
東京支店) 

米国・コロラド
(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

470 2.34

東北パイオニア従業員持株会 山形県天童市大字久野本字日光1105番地 306 1.53

ステートストリートバンクアンドトラ
ストカンパニー505019 
(常任代理人株式会社みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室) 

アイルランド国・ダブリン
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

303 1.51 

バンクオブニューヨークジーシーエム
クライアントアカウンツイーアイエス
ジー 
(常任代理人株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行) 

英国・ロンドン
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

287 1.43

シービーエヌワイディエフエイインタ
ーナショナルキャップバリューポート
フォリオ 
(常任代理人シティバンク、エヌ・エイ
東京支店) 

米国・カリフォルニア
(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

269 1.34

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 229 1.14

ゴールドマン・サックス・インターナ
ショナル 
(常任代理人ゴールドマン・サックス証
券株式会社) 

英国・ロンドン
(東京都港区六本木６丁目10番１号) 

173 0.86

タムツー 
(常任代理人株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行) 

サウジアラビア国・リヤド
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

132 0.66

計 ― 16,091 80.27 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社所有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含まれておりま

す。 

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が12株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式     100 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  20,045,500 200,455 ― 

単元未満株式 普通株式      600 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 20,046,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 200,455 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

東北パイオニア株式会社 
山形県天童市大字久野本字
日光1105番地 

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によ

り、当社及び当社子会社の取締役及び使用人に対して付与することを平成16年６月25日の定時株主総会において特

別決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

平成16年６月25日第39回定時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議 

  

決議年月日 平成16年６月25日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社の取締役、執行役員及び一部の従業員、並びに当社子会社の一部の取

締役 45 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月20日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月20日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる

株式数は含まれておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項による普通株式の取得 

    

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 ― ― 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他( ― ) ― ― ― ― 

保有自己株式数 112 ― 112 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を経営の も重要な課題の一つとしており、安定配当を考慮しつつ、連結業績を踏ま

え、経営の成果を積極的に還元することを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配

当については取締役会、期末配当については株主総会であります。 

以上の方針及び当期の業績を勘案し、当期の期末配当は、平成19年６月26日の第42回定時株主総会において１株当

たり10円と決議されました。中間配当(１株当たり10円)と合わせ、当期の１株当たり配当金は年20円となります。 

内部留保金につきましては、スピーカー事業等の重点事業への設備投資及び海外生産体制の整備・強化への投資等

に向け、企業価値を高めるために活用して参ります。 

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所(市場第二部)によるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所(市場第二部)によるものであります。 

  

決議年月日 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

平成18年10月30日 

取締役会決議 
200 10 

平成19年６月26日 

定時株主総会決議 
200 10 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) 2,545 2,490 2,825 2,285 2,210 

低(円) 1,231 1,213 1,797 1,170 1,455 

月別 
平成18年 
10月 

11月 12月
平成19年
１月 

２月 ３月 

高(円) 1,795 1,770 1,700 1,744 1,770 1,720 

低(円) 1,602 1,564 1,540 1,637 1,620 1,620 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(百株) 

取締役社長 
(代表取締役)   塩 野 俊 司 昭和25年１月23日生

昭和48年３月

平成８年６月

平成10年６月

平成13年６月

平成17年６月

当社入社 

当社ＦＡシステム生産部長 
当社取締役ＦＡ事業部長 

当社常務取締役ＦＡ事業部長 
当社代表取締役社長(現任) 

  

１年 

(注)３ 

  

―

常務取締役 

事業部門・
ＯＬＥＤ事
業 部・部 品
開 発 事 業
部・調 達 部
担当 

佐 藤 寿 一 昭和22年11月12日生

昭和43年３月

平成13年７月

平成15年６月

  
平成17年６月

平成18年２月

  

平成19年６月

当社入社 

当社スピーカー事業部長 
当社常務執行役員メカトロ事業部

長 
当社取締役メカトロ事業部長 

当社取締役ＯＬＥＤ事業部長兼米

沢事業所長 

当社常務取締役(現任) 

１年 
(注)３ 

―

取締役 

人事部長 
本社管理部
門・総 務 部
担当 

高 橋 康 之 昭和26年７月23日生

昭和53年５月

平成５年７月

平成９年４月

平成17年９月

平成18年６月

当社入社 

当社資材部次長 

当社メカトロ事業部管理部長 

当社人事部長 

当社取締役人事部長(現任) 

１年 

(注)３ 
―

取締役 スピーカー
事業本部長 澤 田 嘉 夫 昭和29年12月30日生

昭和53年４月

昭和63年10月

平成11年１月

平成17年４月

  

平成17年６月

平成19年６月

パイオニア株式会社入社 

当社へ出向 

当社ＣＳ・Ｖ事業部技術部長代理 

当社スピーカー事業部長 

当社へ転籍 

当社執行役員スピーカー事業部長 

当社取締役スピーカー事業本部長

(現任) 

１年 

(注)３ 
―

取締役   西 川 文太郎 昭和21年３月24日生

昭和48年10月

平成５年６月

平成13年６月

  

  

平成18年６月

平成18年６月

  

  

  

  

  

平成18年12月

  

  

  

  

平成18年12月

パイオニア株式会社入社 

同社営業本部統括企画部長 

同社執行役員モーバイルエンタテ

インメントカンパニー国内営業部

長 

当社取締役(現任) 

パイオニア株式会社常務執行役員

モーバイルエンタテインメントビ

ジネスグループＯＥＭ営業・国内

営業担当兼パイオニアマーケティ

ング株式会社担当・パイオニアソ

リューションズ株式会社担当 

同社常務執行役員モーバイルエン

タテインメントビジネスグループ

ＯＥＭ営業・国内営業担当兼パイ

オニアマーケティング株式会社担

当(現任) 

パイオニアソリューションズ株式

会社代表取締役社長(現任) 

１年 

(注)３ 
―



    

    
(注) １ 取締役西川文太郎及び猪鼻治行は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役水上進及び鈴木一夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 任期は平成19年６月26日開催の第42回定時株主総会終結の時から各役員の任期満了までの年数を表示しております。 

４ 当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員は次のとおりであります。 

常務執行役員 石山重昭 米沢事業所長兼ＦＡ事業部・技術開発センター担当 

常務執行役員 小野幹夫 経営戦略部長兼法務部担当 

執行役員   柴田正章 品質管理部長 

執行役員   日塔善巳 事業統括部長 

執行役員   坪野良美 経理部長 

執行役員   関 豊弘 メカトロ事業部長 

５ 当社は、法令又は定款に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役２

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(百株) 

取締役   猪 鼻 治 行 昭和28年７月18日生

昭和56年２月

平成12年９月

  
  

平成17年６月

  

平成18年１月

  

  
平成18年６月

パイオニア株式会社入社 
同社モーバイルエンタテインメン

トカンパニー技術統括部第六商品

開発部長 

同社モーバイルエンタテインメン

トカンパニー川越事業所長 

同社モーバイルエンタテインメン

トビジネスグループ川越事業所長

(現任) 
当社取締役(現任) 

１年 
(注)３ ―

監査役 
(常勤)   齊 藤   隆 昭和21年２月16日生

昭和46年８月

昭和48年９月

平成７年11月

平成16年６月

平成17年４月

平成17年６月

第一貨物自動車株式会社入社 

当社入社 

当社経理部次長 

当社経理部長 

当社経理部参事 

当社監査役(現任) 

２年 
(注)３ ―

監査役   水 上   進 昭和24年３月18日生

昭和51年４月

昭和58年４月

平成10年６月

検事任官 

弁護士登録 

当社監査役(現任) 

１年 
(注)３ ―

監査役   鈴 木 一 夫 昭和20年11月16日生

昭和47年４月

平成９年４月

平成12年４月

平成13年４月

平成15年４月

平成16年３月

平成16年４月

  

平成16年６月

山形県職員採用 

同県健康福祉部次長 

同県人事委員会事務局長 

同県 上総合支庁長 

同県村山総合支庁長 

同県職員退職 

財団法人山形県国際交流協会副理

事長(現任) 

当社監査役(現任) 

１年 
(注)３ ―

計 ― 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(百株) 

山 口 正 己 昭和19年１月13日生 

昭和44年11月 

昭和63年４月 

平成５年６月 

平成12年12月 

平成16年６月 

平成17年６月 

当社入社 

当社総務部長 

当社取締役総務部長 

当社取締役人事部長 

当社顧問 

当社退社 

― 

谷 山 吉 男 昭和23年11月９日生 

昭和46年４月 

平成11年９月 

平成13年６月 

平成15年10月 

平成16年６月 

パイオニア株式会社入社 

同社財務部長 

同社執行役員財務部長 

同社執行役員経営戦略部長 

同社常務執行役員経営戦略部長(現任) 

― 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社は、的確かつ迅速な意思決定と業務執行を行い、企業価値を 大化することに加え、効率的で健全な経営を

実現することをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としております。 

また、コンプライアンス面では、企業活動を行うにあたり、社会から信用と尊敬を得ることを目指して、パイオ

ニアグループ各社及び全社員が共有すべき価値観を明らかにしている「パイオニアグループ企業行動憲章」「パイ

オニアグループ行動規範」の遵守、徹底を図ることによって高い倫理観の醸成を図っております。 

  

 (コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

・当社の経営機関制度は、経営全般の基本方針・重要事項の意思決定機関及び業務執行の監督機関として取

締役会、業務執行機関として代表取締役、監査機関として監査役会を基本としております。取締役は７名

で、うち２名は社外取締役であります(平成19年３月31日現在)。なお、当社の取締役は３名以上とする旨

を定款で定めております。監査役３名中２名は社外監査役であり(平成19年３月31日現在)、取締役の業務

執行を監視できる体制を採っております。 

また、その他に「経営会議」「事業執行会議」を設け、経営機関制度を補佐・強化しております。さらに

「執行役員制度」により、的確かつ迅速な意思決定と事業運営を行っております。 

・当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

・当社は、自己株式の取得について、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策が遂行できるよう、会社

法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することがで

きる旨を定款で定めております。 

・業務遂行の内部統制を評価する監査室を設けております。監査室の人員は５名であり(平成19年３月31日現

在)、経営方針に基づく遂行状況や内部統制システムの運用状況及び企業倫理の浸透状況などを、年間計画

及び個別実施計画に基づき客観的に検証し、業務の有効性と効率性について助言、勧告を行っておりま

す。 

・コンプライアンス経営推進のため、顧問弁護士より、適宜法律上の助言を受けております。また、会計監

査人(監査法人トーマツ)からは、財務情報の適正を期すため、期中・期末に会計監査を受けております。

なお、監査役及び会計監査人の各役割・機能の実効性をあげるため緊密な連携をとっております。 



  
②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

該当事項はありません。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの 近１年間(平成18年４月１日から平成19年３月

31日まで)における実施状況 

・平成18年６月開催の定時株主総会において取締役数を８名から７名とし、当業界に精通し、独立的な立場

から経営を監視できる社外取締役２名を選任いたしました。 

・平成18年５月施行の会社法による内部統制システムの構築要請に対応し、リスクマネジメントの強化、社

内プロセスの文書化等、社内体制の整備を進めました。 

  

 (役員報酬及び監査報酬) 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は次のとおりで

あります。 

  

  

(会計監査の状況) 

ａ.業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

ｂ.監査業務に係る補助者の構成 

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定され、公認会計士及び会計士補等を主たる

構成員としております。 

役員報酬    

 取締役に支払った報酬  67百万円 

 監査役に支払った報酬  24百万円 

計  91百万円 

監査報酬    

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    30百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

氏名 所属する監査法人名 監査年数 

廣川 英資 監査法人トーマツ ― 

橋本 俊光 監査法人トーマツ ― 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成17年４月１日

から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、監査

法人トーマツにより監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

 １ 現金及び預金   8,443 9,886  

 ２ 受取手形及び売掛金 ※６   16,608 18,258  

 ３ 有価証券   226 226  

 ４ 棚卸資産   10,508 10,241  

 ５ 繰延税金資産   1,126 1,100  

 ６ その他   6,662 3,250  

 ７ 貸倒引当金   △172 △94  

   流動資産合計   43,401 51.7 42,867 53.0

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産      

  (1) 建物及び構築物 ※１   18,862 19,746  

  (2) 機械装置及び運搬具   22,582 22,297  

  (3) 工具器具及び備品   11,488 11,548  

  (4) 土地 ※１   4,835 4,856  

  (5) 建設仮勘定   572 238  

  (6) 減価償却累計額   △33,268 △34,375  

   有形固定資産合計   25,071 29.8 24,310 30.1

 ２ 無形固定資産   592 0.7 342 0.4

 ３ 投資その他の資産      

  (1) 投資有価証券 ※２   503 575  

  (2) 繰延税金資産   14,154 12,198  

  (3) その他   300 589  

  (4) 貸倒引当金   △12 △5  

   投資その他の資産合計   14,945 17.8 13,357 16.5

   固定資産合計   40,608 48.3 38,009 47.0

   資産合計   84,009 100.0 80,876 100.0

       



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (負債の部)      

Ⅰ 流動負債        

 １ 買掛金     6,913 6,134  

 ２ 短期借入金     4,689 6,050  

 ３ １年内返済予定 
   長期借入金 

※１   3,820 3,820  

 ４ 未払法人税等     309 358  

 ５ 前受金     737 143  

 ６ 製品保証引当金     114 142  

 ７ その他     7,159 5,421  

   流動負債合計     23,741 28.3 22,068 27.3

Ⅱ 固定負債        

 １ 長期借入金 ※１   20,832 17,012  

 ２ 繰延税金負債     39 19  

 ３ 退職給付引当金     1,540 1,080  

 ４ 役員退職慰労引当金     97 77  

 ５ その他     8 3  

   固定負債合計     22,516 26.8 18,191 22.5

   負債合計     46,257 55.1 40,259 49.8

 (少数株主持分)        

   少数株主持分     49 0.0 ― ―

 (資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※４   10,800 12.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   10,294 12.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   16,930 20.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金 

  67 0.1 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定     △388 △0.5 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５   △0 △0.0 ― ―

   資本合計   37,703 44.9 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

    84,009 100.0 ― ―

         



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 10,800 13.4

２ 資本剰余金   ― ― 10,294 12.7

３ 利益剰余金   ― ― 18,682 23.1

４ 自己株式   ― ― △0 △0.0

株主資本合計   ― ― 39,776 49.2

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 70 0.1

２ 為替換算調整勘定   ― ― 723 0.9

評価・換算差額等合計   ― ― 793 1.0

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 48 0.0

純資産合計   ― ― 40,617 50.2

負債純資産合計   ― ― 80,876 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   88,609 100.0 93,681 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２   77,065 87.0 80,482 85.9

   売上総利益   11,544 13.0 13,199 14.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

  10,296 11.6 8,699 9.3

   営業利益   1,248 1.4 4,500 4.8

Ⅳ 営業外収益      

 １ 受取利息 110 189    

 ２ 為替差益 278 ―    

 ３ 持分法による投資利益 ― 112    

 ４ その他 176 564 0.6 230 531 0.6

Ⅴ 営業外費用      

 １ 支払利息 180 530    

 ２ 為替差損 ― 58    

 ３ 持分法による投資損失 1,201 ―    

 ４ 外国源泉税 ― 191    

 ５ その他 51 1,432 1.6 20 799 0.9

   経常利益   380 0.4 4,232 4.5

Ⅵ 特別利益      

 １ 固定資産売却益 ※３ 12 91    

 ２ 退職年金制度移行益 ― 302    

 ３ 過年度関税等戻入益 ― 568    

 ４ 過年度退職給付 
   引当金戻入益 

― 12 0.0 142 1,103 1.2

Ⅶ 特別損失      

 １ 固定資産除売却損 ※４ 1,239 724    

 ２ 減損損失 110 3    

 ３ 過年度関税等 1,700 ―    

 ４ 関係会社整理損 ※５ 23,435 ―    

 ５ 過年度付加価値税 ― 153    

 ６ その他 7 26,491 29.9 ― 880 0.9

   税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前当期純 
損失(△) 

  △26,099 △29.5 4,455 4.8

   法人税、住民税及び 
   事業税 

413 418    

   過年度法人税、 
   住民税及び事業税 

△216 △29    

   法人税等調整額 △12,383 △12,186 △13.8 2,012 2,401 2.6

   少数株主利益   6 0.0 1 0.0

   当期純利益又は 
   当期純損失(△) 

  △13,919 △15.7 2,053 2.2



③ 【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

[連結剰余金計算書] 

  

  

 [連結株主資本等変動計算書] 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注)このうち、△100百万円は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

 (資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     10,294 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     10,294 

 (利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     31,350 

Ⅱ 利益剰余金減少高       

 １ 配当金   501   

 ２ 当期純損失   13,919 14,420 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     16,930 

      

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 10,800 10,294 16,930 △0 38,024 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △301   △301 

 当期純利益     2,053   2,053 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 1,752 ― 1,752 

平成19年３月31日残高(百万円) 10,800 10,294 18,682 △0 39,776 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 67 △388 △321 49 37,752 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(注)         △301 

 当期純利益         2,053 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 3 1,111 1,114 △1 1,113 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 3 1,111 1,114 △1 2,865 

平成19年３月31日残高(百万円) 70 723 793 48 40,617 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前当期純損失(△) 

  △26,099 4,455

 ２ 減価償却費   4,082 3,979

 ３ 減損損失   110 3

 ４ 役員退職慰労引当金の増減額(△減少額)   9 △20

 ５ 退職給付引当金の減少額   △495 △158

 ６ 貸倒引当金の増減額(△減少額)   107 △84

 ７ 製品保証引当金の増減額(△減少額)   △138 28

 ８ 受取利息及び受取配当金   △115 △197

 ９ 支払利息   180 530

 10 持分法による投資利益(△) 
又は持分法による投資損失 

  1,201 △112

 11 固定資産除売却損益(純額)   1,227 633

 12 過年度関税等   1,700 ―

 13 関係会社整理損   23,435 ―

 14 過年度関税等戻入益   ― △568

 15 退職金制度移行益   ― △302

 16 売上債権の増加額   △631 △1,233

 17 棚卸資産の減少額   1,292 465

 18 その他の資産の増減額(△増加額)   △1,448 1,505

 19 仕入債務の増減額(△減少額)   9 △1,019

 20 前受金の増減額(△減少額)   722 △594

 21 その他の負債の増減額(△減少額)   6,693 △116

    小計   11,841 7,195

 22 利息及び配当金の受取額   115 197

 23 利息の支払額   △125 △540

 24 関係会社整理に伴う支払額   △3,418 ―

 25 過年度関税等支払額   ― △1,170

 26 法人税等の支払額   △921 △573

 27 法人税等の還付額   474 15

   営業活動によるキャッシュ・フロー   7,966 5,124

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 有形固定資産等の取得による支出   △6,270 △3,517

 ２ 有形固定資産等の売却による収入   99 213

 ３ 貸付による支出   △688 △1,000

 ４ 貸付金の回収による収入   ― 1,000

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,859 △3,304

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 １ 短期借入金の純増加額   3,284 1,356

 ２ 長期借入れによる収入   6,000 ―

 ３ 長期借入金の返済による支出   △12,705 △3,820

 ４ 配当金の支払額   △501 △301

 ５ 少数株主への配当金支払額   △2 △4

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △3,924 △2,769

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   447 392

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △2,370 △557

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   13,039 10,669

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   10,669 10,112

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 

連結子会社は14社であります。 

連結子会社名は、「第１ 企業の

概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため、省略しました。 

なお、当連結会計年度において

Tohoku Pioneer of America, 

Inc. がPioneer Speakers, Inc. 

と合併しました。 

また、Tohoku Pioneer (Vietnam) 

Co.,Ltd. については、新規設立

により、当連結会計年度から連結

の範囲に含めております。 

(1) 連結子会社 

連結子会社は15社であります。 

連結子会社名は、「第１ 企業の

概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため、省略しました。 

なお、上海先鋒電鍍技術有限公司

については、新規設立により、当

連結会計年度から連結の範囲に含

めております。 

  (2) 非連結子会社 

非連結子会社は２社(テーピーエ

ス㈱ほか１社)であります。非連

結子会社については、総資産額、

売上高、当期純損益及び利益剰余

金等のうち持分に見合う額のそれ

ぞれの合計額がいずれも小規模で

あり、連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範

囲から除外しております。 

  

(2) 非連結子会社 

非連結子会社は１社(テーピーエ

ス㈱)であります。非連結子会社

については、総資産額、売上高、

当期純損益及び利益剰余金等のう

ち持分に見合う額のそれぞれの合

計額がいずれも小規模であり、連

結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲から除

外しております。 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の非連結子会社はテー

ピーエス㈱ほか１社であります。 

(1) 持分法適用の非連結子会社は１社

(テーピーエス㈱)であります。 

なお、当連結会計年度において

Pioneer  Electronics  Poland 

Sp.z o.o. が清算したため、持分

法適用の非連結子会社の数は１社

減少しております。 

  (2) 持分法適用の関連会社でありまし

たエルディス㈱については、当連

結会計年度において清算しまし

た。清算に伴う負担損失について

は「関係会社整理損」として特別

損失に計上しております。 

(2) 持分法適用の関連会社は１社

(Thai Mikami Co.,Ltd.)でありま

す。Thai Mikami Co.,Ltd.は、重

要性が増加したため、当連結会計

年度より持分法を適用しておりま

す。 

  (3) 持分法を適用しない関連会社 

Thai Mikami Co.,Ltd.は、連結純

損益及び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ重要性

がないため、持分法の適用から除

外しております。 

  

――――― 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、上海先鋒電声器材

有限公司、Pioneer Speakers, S.A.de 

C.V.、Mogami Mexico, S.A.de C.V.、

Mogami (Dongguan) Electronics 

Co.,Ltd.及び Tohoku Pioneer 

(Vietnam) Co.,Ltd.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の作成に

あたり、Mogami (Dongguan) 

Electronics Co.,Ltd.については同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

また、他の４社については連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

  

連結子会社のうち、上海先鋒電声器材

有限公司、上海先鋒電鍍技術有限公

司、Pioneer Speakers, S.A.de 

C.V.、Mogami Mexico, S.A.de C.V.、

Mogami (Dongguan) Electronics 

Co.,Ltd.及び Tohoku Pioneer 

(Vietnam) Co.,Ltd.の決算日は12月31

日であります。連結財務諸表の作成に

あたり、上海先鋒電鍍技術有限公司及

びMogami (Dongguan) Electronics 

Co.,Ltd.については同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

また、他の４社については連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

  

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

a 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

①有価証券 

 その他有価証券 

a 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

  b 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

b 時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

 時価法 

②デリバティブ 

同左 

  ③棚卸資産 

 主として、総平均法に基づく原価法

によっております。 

 但し、ＦＡ事業については個別法に

基づく原価法によっております。 

③棚卸資産 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を

採用し、在外連結子会社は定額法を

採用しております。 

 但し、当社及び国内連結子会社は、

平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)について

は、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物及び構築物   ７～50年 

 機械及び装置    ５～10年 

 工具器具及び備品  ２～20年 

①有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を

採用し、在外連結子会社は定額法を

採用しております。 

 但し、当社及び国内連結子会社は、

平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)について

は、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物及び構築物   ７～50年 

 機械装置      ５～10年 

 工具器具及び備品  ２～15年 

  

  

②無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法によって

おります。 

②無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②製品保証引当金 

 ＦＡ事業における製品の販売後の保

証に備えるため、当該保証期間に対

応する見積費用を過去の実績に基づ

き計上しております。 

②製品保証引当金 

同左 



  

  
  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、７年による按分額を費用処理し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による

定額法によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しておりま

す。 

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、７年による按分額を費用処理し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による

定額法によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しておりま

す。 

 (追加情報) 

 当社は、平成18年４月１日付けで適

格退職年金制度より、確定拠出退職

年金制度、確定給付退職年金制度及

び前払い退職金制度の混合型年金制

度へ移行しました。上記移行に伴う

影響額は特別利益として302百万円

計上しております。 

  ④役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社１社は、役員の

退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

④役員退職慰労引当金 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

なお、在外子会社の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めております。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

なお、在外子会社の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

  

消費税等の会計処理 

同左 

  

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

  

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

発生年度以降５年間で均等償却(僅少

な場合には一時償却)しております。 

  

――――― 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結会計期間において確定した利益処

分に基づいて作成しております。 

  

――――― 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限が到

来する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純損失は110百万円増

加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

――――― 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、40,569百

万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

建物 1,296百万円

土地 165百万円

計 1,461百万円

   

１年内返済予定長期借入金 1,400百万円

長期借入金 1,800百万円

計 3,200百万円

   

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

建物 1,208百万円

土地 165百万円

計 1,373百万円

   

１年内返済予定長期借入金 1,400百万円

長期借入金 400百万円

計 1,800百万円

   

※２ 非連結子会社、関連会社の株式は次のとおりであ

ります。 

投資有価証券(株式) 142百万円

   

※２ 非連結子会社、関連会社の株式は次のとおりであ

ります。 

投資有価証券(株式) 245百万円

   

 ３ 偶発債務 

輸出為替手形割引高 42百万円

   

――――― 

  

※４ 発行済株式総数  

    普通株式 20,046,200株

――――― 

※５ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

普通株式 112株

   

――――― 

――――― ※６ 連結期末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理しております。 

   なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結期末日満期手形が連結期末

残高に含まれております。 

受取手形 14百万円

   



(連結損益計算書関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

 人件費 3,264百万円

 退職給付費用 278百万円

 役員退職慰労引当金繰入額 28百万円

 製品保証引当金繰入額 114百万円

 貸倒引当金繰入額 205百万円

   

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

 人件費 2,992百万円

 退職給付費用 98百万円

 役員退職慰労引当金繰入額 21百万円

 製品保証引当金繰入額 142百万円

   

※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用に 
 含まれる研究開発費 

2,040百万円

  

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に
 含まれる研究開発費 

1,360百万円

 

※３ 固定資産売却益の主なものは、工具器具及び備品

の売却によるものであります。 

  

※３ 固定資産売却益の主なものは、建物及び構築物、

機械装置、工具器具及び備品の売却によるもので

あります。 

  

※４ 固定資産除売却損の主なものは、機械装置、工具

器具及び備品、建設仮勘定の除却によるものであ

ります。 

  

※４ 固定資産除売却損の主なものは、機械装置、工具

器具及び備品、建設仮勘定の除却によるものであ

ります。 

  

※５ 関係会社整理損の主なものは、エルディス株式会

社の解散に伴う保証債務の履行によるものであり

ます。 

――――― 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  前連結会計年度末 
株式数 
(千株) 

当連結会計年度
増加株式数 
(千株) 

当連結会計年度
減少株式数 
(千株) 

当連結会計年度末 
株式数 
(千株) 

発行済株式    

普通株式 20,046 ― ― 20,046

合 計 20,046 ― ― 20,046

自己株式    

普通株式 0 ― ― 0

合 計 0 ― ― 0

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 100 5 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

平成18年10月30日 
取締役会 

普通株式 200 10 平成18年９月30日 平成18年12月７日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 200 10 平成19年３月31日 平成19年6月27日 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金   8,443百万円

有価証券   226百万円

流動資産その他   2,000百万円

現金及び現金同等物   10,669百万円

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金   9,886百万円

有価証券   226百万円

現金及び現金同等物   10,112百万円

(注) 現金及び現金同等物に含まれる流動資産その他

は、資金の寄託取引であります。 

  

  

 ２ 重要な非資金取引 

   エルディス㈱の解散に伴う債務引受による長期借

入金の増加額 

                                 25,357百万円 

――――― 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

  もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

  もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  

    
機械装置 
及び 
運搬具 

  
工具器具 
及び備品 

  その他   合計

    (百万円)   (百万円)   (百万円)   (百万円)
取得価額 
相当額 

  2,721   191   1,726   4,638

減価償却 
累計額 
相当額 

  1,915   77   689   2,681

期末残高 
相当額 

  806   114   1,037   1,957

機械装置
及び 
運搬具 

工具器具
及び備品

その他   合計 

(百万円) (百万円) (百万円)   (百万円)
取得価額
相当額 

2,783 191 1,819   4,793 

減価償却
累計額 
相当額 

1,851 108 981   2,940 

期末残高
相当額 

932 83 838   1,853 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 810百万円

１年超 1,197百万円

合計 2,007百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 922百万円

１年超 975百万円

合計 1,897百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 941百万円

減価償却費相当額 893百万円

支払利息相当額 47百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,009百万円

減価償却費相当額 956百万円

支払利息相当額 46百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 37百万円

１年超 23百万円

合計 60百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 42百万円

１年超 32百万円

合計 74百万円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

種類 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

取得原価 
連結貸借

対照表計上額
差額 取得原価

連結貸借 
対照表計上額 

差額 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 株式 

            

31 144 113 18 105 87 

小計 31 144 113 18 105 87 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 株式 

            

44 43 △1 158 141 △17 

小計 44 43 △1 158 141 △17 

合計 75 187 112 176 246 70 

種類 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

金額(百万円) 金額(百万円) 

非連結子会社及び関連会社株式 142 245 

その他有価証券     

 非上場株式 174 84 

 マネー・マネージメント・ファンド 226 226 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 通貨関連 
  

(注) 時価の算定方法については先物為替相場によっております。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社は営業過程における外貨建の輸出取引と輸入取

引との差額について、為替相場の変動によるリスク

を軽減するため、為替予約取引を利用しておりま

す。 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

当社は通常の外貨建の輸出入実績等を踏まえ、必要

な範囲内で為替予約を利用しており、投機目的の取

引は行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

為替予約の相手先の契約不履行によるリスクは有し

ておりますが、相手先は信用度の高い国内の銀行で

あるため、そのようなリスクはほとんどないと認識

しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

為替予約取引の実施は経理規程に従い、社長の承認

の下、経理部担当役員と経理部長との合議により決

定され、執行しております。 

また、すべての為替予約取引は、その実行状況を毎

月社長に報告しております。 

なお、為替予約取引の主管部署であり、実行及び管

理を行う経理部では、取引実行者と取引管理者の間

で相互牽制機能が働くような人員配置を行っており

ます。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

区分 種類 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

契約額等 
契約額等の 
うち１年超 

時価 評価損益 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

市場取
引以外
の取引 

為替予約取引                 

 売建                 

 米ドル ― ― ― ― 120 ― 117 3 

 ユーロ 408 ― 407 1 47 ― 46 1 

 タイバーツ 145 ― 150 △5 ― ― ― ― 

合計 553 ― 557 △4 167 ― 163 4 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、企業年金基金制度、従業員非拠出型の適格退職

年金制度を有しております。また、従業員の退職等

に際し、退職給付会計に準拠した数理計算による退

職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場

合があります。 

  なお、当社は、平成18年３月31日の労使合意に基づ

き、平成18年４月１日付けで適格退職年金制度よ

り、確定拠出退職年金制度、確定給付退職年金制度

及び前払い退職金制度の混合型年金制度へ移行しま

した。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、企業年金基金制度を有しております。 

また、当社は確定拠出退職年金制度、確定給付退職

年金制度及び前払い退職金制度の混合型年金制度を

有し、一部の連結子会社は、従業員非拠出型の適格

退職年金制度を有しております。 

なお、従業員の退職等に際し、退職給付会計に準拠

した数理計算による退職給付債務の対象とされない

割増退職金を支払う場合があります。 

   

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

イ 退職給付債務 △8,950百万円

ロ 年金資産 8,134百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △816百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 228百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 231百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 
(債務の減額) 

△1,183百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△1,540百万円

チ 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △1,540百万円

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

イ 退職給付債務 △6,922百万円

ロ 年金資産 6,408百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △514百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 126百万円

ヘ 未認識過去勤務債務
(債務の減額) 

△692百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△1,080百万円

チ 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △1,080百万円

(注) 1 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

２ 当社は、平成18年４月１日付けで適格退職年

金制度より、確定拠出退職年金制度、確定給

付退職年金制度及び前払い退職金制度の混合

型年金制度へ移行しました。上記移行に伴う

損益の見込額は300百万円(利益)であります。

  

(注) 1 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

２ 当社は、平成18年４月１日付けで適格退職年

金制度より、確定拠出退職年金制度、確定給

付退職年金制度及び前払い退職金制度の混合

型年金制度へ移行しました。上記移行に伴う

影響額は特別利益として302百万円計上してお

ります。 

  



  

    
  

次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度 

３ 退職給付費用に関する事項 

(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

  

イ 勤務費用 (注)１、２ 462百万円

ロ 利息費用 236百万円

ハ 期待運用収益 △227百万円

ニ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額  

226百万円

ホ 数理計算上の差異の 
  費用処理額  

221百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

ト 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

918百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

イ 勤務費用 (注)１、２、３ 405百万円

ロ 利息費用 176百万円

ハ 期待運用収益 △239百万円

ニ 会計基準変更時差異の
  費用処理額  

151百万円

ホ 数理計算上の差異の
  費用処理額  

85百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △77百万円

ト 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

501百万円

(注) １ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に含めて記載

しております。 

  

(注) １ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除

しております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に含めて記載

しております。 

３ 当社における確定拠出退職年金拠出額及び

前払い退職金支払額は、「イ 勤務費用」

に含めて記載しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(平成18年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 3.9％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 7年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(平成19年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 3.9％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 7年



(税効果会計関係) 

  

  
  

  

前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産   

 賞与引当金 430百万円 

 未払費用 589百万円 

 退職給付引当金 590百万円 

 固定資産除却損 636百万円 

 繰越欠損金 14,558百万円 

 その他 975百万円 

繰延税金資産小計 17,778百万円 

評価性引当額 △2,216百万円 

繰延税金資産合計 15,562百万円 

繰延税金負債   

 特別償却準備金 87百万円 

 海外子会社の留保利益金 185百万円 

 その他 49百万円 

繰延税金負債合計 321百万円 

繰延税金資産の純額  15,241百万円 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 459百万円 

 未払費用 347百万円 

 退職給付引当金 426百万円 

 固定資産除却損 774百万円 

 繰越欠損金 12,830百万円 

 その他 892百万円 

繰延税金資産小計 15,728百万円 

評価性引当額 △2,262百万円 

繰延税金資産合計 13,466百万円 

繰延税金負債   

 特別償却準備金 48百万円 

 海外子会社及び 

関連会社の留保利益金 
137百万円 

 その他 2百万円 

繰延税金負債合計 187百万円 

繰延税金資産の純額  13,279百万円 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

  

  

 流動資産―繰延税金資産 1,126百万円 

 固定資産―繰延税金資産 14,154百万円 

 固定負債―繰延税金負債 △39百万円 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

  

  

 流動資産―繰延税金資産 1,100百万円 

 固定資産―繰延税金資産 12,198百万円 

 固定負債―繰延税金負債 △19百万円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  税金等調整前当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

国内の法定実効税率 40.0％ 

(調整)   

国内より税率の低い
 海外子会社の利益 

△3.6％ 

受取配当金連結消去に伴う影響 20.1％ 

評価性引当額 3.4％ 

その他 △6.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.9％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質・製造方法・販売市場の類似性を考慮し、区分を行っております。 

２ 各事業の主な製品 

 (1) エレクトロニクス関連事業……各種スピーカー、カーＣＤ／ＤＶＤ用メカニズム 

                 有機ＥＬ機器、オーディオ周辺機器、電子機器用部品等 

 (2) 産業用機器事業…………………ＦＡシステム機器、光ディスク製造装置、金型等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産のうち主なものは、当社における余資運用資金(現預金及び有価証券

等)、長期投資資金(投資有価証券等)、繰延税金資産等であります。 

   前連結会計年度 20,123百万円 

   当連結会計年度 18,097百万円 

  

  
エレクトロ 

ニクス関連事業 
産業用
機器事業 

計 消去又は全社 連結 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売上高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 76,521 12,088 88,609 ― 88,609 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

11 892 903 (903) ― 

計 76,532 12,980 89,512 (903) 88,609 

  営業費用 75,184 12,979 88,163 (802) 87,361 

  営業利益 1,348 1 1,349 (101) 1,248 

Ⅱ 資産・減価償却費 
  及び資本的支出 

          

  資産 51,287 12,660 63,947 20,062 84,009 

  減価償却費 3,709 373 4,082 ― 4,082 

  資本的支出 5,192 335 5,527 ― 5,527 

  
エレクトロ 

ニクス関連事業 
産業用
機器事業 

計 消去又は全社 連結 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売上高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 78,632 15,049 93,681 ― 93,681 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

4 407 411 (411) ― 

計 78,636 15,456 94,092 (411) 93,681 

  営業費用 74,976 14,614 89,590 (409) 89,181 

  営業利益 3,660 842 4,502 (2) 4,500 

Ⅱ 資産・減価償却費 
  及び資本的支出 

          

  資産 50,000 12,831 62,831 18,045 80,876 

  減価償却費 3,673 306 3,979 ― 3,979 

  資本的支出 3,488 200 3,688 ― 3,688 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

  

(注) １ 所在地区分は、地理的近接度によって区分を行っております。 

２ 各区分の主な国又は地域 

   北米……………米国、メキシコ国 

   アジア…………タイ国、中国、香港、ベトナム国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産のうち主なものは、当社における余資運用資金(現預金及び有価証券

等)、長期投資資金(投資有価証券等)、繰延税金資産等であります。 

   前連結会計年度 20,123百万円 

   当連結会計年度 18,097百万円 

  

  
日本 北米 アジア 計

消去 
又は全社 

連結 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

54,607 14,831 19,171 88,609 ― 88,609

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

10,824 359 26,346 37,529 (37,529) ―

計 65,431 15,190 45,517 126,138 (37,529) 88,609 

  営業費用 66,354 15,832 42,768 124,954 (37,593) 87,361 

  営業利益又は 
  営業損失(△) 

△923 △642 2,749 1,184 64 1,248

Ⅱ 資産 41,076 6,482 22,183 69,741 14,268 84,009 

  
日本 北米 アジア 計

消去 
又は全社 

連結 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

58,800 14,066 20,815 93,681 ― 93,681

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

11,862 399 28,462 40,723 (40,723) ―

計 70,662 14,465 49,277 134,404 (40,723) 93,681 

  営業費用 67,680 14,192 48,062 129,934 (40,753) 89,181 

  営業利益 2,982 273 1,215 4,470 30 4,500 

Ⅱ 資産 38,666 5,537 23,395 67,598 13,278 80,876 



【海外売上高】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

  

(注) １ 販売地域は、地理的近接度によって区分を行っております。 

２ 各区分の主な国又は地域 

   北米…………………………米国、カナダ国、メキシコ国 

   アジア・オセアニア………タイ国、中国、香港、シンガポール国、台湾、韓国 

   欧州…………………………ベルギー国、仏国、ハンガリー国 

   その他………………………パナマ国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 
アジア・
オセアニア 

欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 15,288 27,190 3,858 612 46,948 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         88,609 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

17.2 30.7 4.4 0.7 53.0 

  北米 
アジア・
オセアニア 

欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 14,181 28,621 2,514 1,674 46,990 

Ⅱ 連結売上高(百万円)         93,681 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

15.1 30.6 2.7 1.8 50.2 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  
 

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 上記売掛金及び買掛金の期末残高には、パイオニア㈱からの材料有償支給受入額に係る金額相当額が含まれており、取引

金額には含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社製品の販売についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっておりますので、

取引条件的に劣ることはありません。 

(2) 材料の購入については、複数の見積を入手し、毎期価格交渉の上、市場の実勢価格をみて発注先を決定しております。 

  

２ 子会社等 
   

(注) 上記金額のうち、取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

債務保証については、同社の銀行借入金(当初借入額25,000百万円、期限10年)につき支払保証を行っていたものでありますが、

同社は当連結会計年度において解散しており、当社は上記保証債務(23,499百万円)の履行を引き受けております。また、製造設

備の購入については、先方から提示された価格に基づき、交渉により決定しております。なお、同社は解散決議日より関連当事

者に該当しないこととなったため、上記の内容は解散決議日時点のものであります。 

  
３ 兄弟会社等 

  
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 資金の借入については、同社以外からも金利の提示を受け、市場の実勢レート等を勘案して決定しており、返済条件は期間３

年、元本一括返済となっております。なお、担保は提供しておりません。 

(2) 資金の寄託取引については、同社以外からも金利の提示を受け、市場の実勢レート等を勘案して決定しております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 パイオニ 
ア㈱ 

東京都 
目黒区 49,049 

電子・電気 
機械器具の 
製造販売 

被所有 
直接 67.1 

兼任１人
転籍１人

当社製品
の販売 

当社製品の
販売 26,604 売掛金 2,618

材料等の
購入 247 買掛金 370

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

関連 
会社 

エルディ 
ス㈱ 

栃木県 
下都賀 
郡 

15,000 
電子機器用 
部品の製造 
販売 

所有 
直接 47.5 

兼任２人
出向１人

当社製品
の部品の 
製造 

債務保証 23,499 ― ―

製造設備の

購入 
2,229 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
の子会 
社 

パイオニ 
ア興産㈱ 

東京都 
目黒区 650 

不動産業務 
及びパイオ 
ニア㈱グル 
ープ各社へ 
の金融・リ 
ース業務 

― 兼任１人

資金の借
入・寄託
及び設備
のリース

資金の借入 6,000 長期借入
金 6,000

資金の寄託
取引 2,000 短期貸付

金 2,000



当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  
 

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 上記売掛金及び買掛金の期末残高には、パイオニア㈱からの材料有償支給受入額に係る金額相当額が含まれており、取引

金額には含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社製品の販売についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっておりますので、

取引条件的に劣ることはありません。 

(2) 材料の購入については、複数の見積を入手し、毎期価格交渉の上、市場の実勢価格をみて発注先を決定しております。 

(3) 資金の貸付については、市場の実勢レート等を勘案して決定しております。 

  

  
２ 兄弟会社等 

  
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 資金の借入については、同社以外からも金利の提示を受け、市場の実勢レート等を勘案して決定しており、返済条件は期間３

年、元本一括返済となっております。なお、担保は提供しておりません。 

(2) 資金の寄託取引については、市場の実勢レート等を勘案して決定しております。 

  
 

  

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 パイオニ 
ア㈱ 

東京都 
目黒区 49,049 

電子・電気 
機械器具の 
製造販売 

被所有 
直接 67.1 なし

当社製品
の販売 

当社製品の
販売 26,098 売掛金 2,818

材料等の
購入 118 買掛金 357

資金の貸付 1,000 

― ―

資金の返済 1,000 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
の子会 
社 

パイオニ 
ア興産㈱ 

東京都 
目黒区 650 

不動産業務 
及びパイオ 
ニア㈱グル 
ープ各社へ 
の金融・リ 
ース業務 

― なし

資金の借
入・寄託
及び設備
のリース

― ― 長期借入
金 6,000

資金の寄託
取引 1,000 

― ―
資金の寄託
取引解約 3,000 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,880円82銭 １株当たり純資産額 2,023円79銭

１株当たり当期純損失金額 694円35銭 １株当たり当期純利益金額 102円41銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載
しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、調整計算の結果、１株当たり当期純利益金額が希
薄化しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額 
   

 当期純利益 

 又は当期純損失(△)(百万円) 
△13,919 2,053

 普通株主に帰属しない金額 

 (百万円) 
― ―

 普通株式に係る当期純利益 

 又は当期純損失(△)(百万円) 
△13,919 2,053

 普通株式の期中平均株式数(千株) 20,046 20,046

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

平成15年６月25日定時株主総会決議

新株予約権及び平成16年６月25日定

時株主総会決議新株予約権。 

これらの詳細については、「第４

提出会社の状況 １ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

平成16年６月25日定時株主総会決議

新株予約権。 

詳細については、「第４ 提出会社

の状況 １ 株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記載のとおり

であります。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」は、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 5,529 6,740 1.60 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,820 3,820 1.97 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

20,832 17,012 1.82
平成20年４月30日～
平成24年７月31日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

小計 30,181 27,572 ― ― 

内部取引の消去 △840 △690 ― ― 

合計 29,341 26,882 ― ― 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

8,820 2,420 2,420 2,420



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

 １ 現金及び預金   2,982 4,593  

 ２ 受取手形 ※７   592 1,069  

 ３ 売掛金 ※１   12,152 13,526  

 ４ 製品   935 1,469  

 ５ 原材料   407 550  

 ６ 仕掛品   4,304 3,013  

 ７ 未収入金 ※１   2,769 1,246  

 ８ 立替金     1,989 2,030  

 ９ 短期貸付金 ※１   2,840 690  

 10 繰延税金資産   988 933  

 11 その他   72 32  

 12 貸倒引当金   △112 △61  

   流動資産合計   29,918 40.8 29,090 41.4

Ⅱ 固定資産      

 １ 有形固定資産      

  (1) 建物 ※２ 12,482 12,514    

    減価償却累計額 ※２ 6,994 5,488 7,368 5,146  

  (2) 構築物 1,289 1,293    

    減価償却累計額 991 298 1,031 262  

  (3) 機械及び装置 12,108 10,474    

    減価償却累計額 9,037 3,071 8,412 2,062  

  (4) 車両及び運搬具 207 192    

    減価償却累計額 168 39 160 32  

  (5) 工具器具及び備品 4,807 3,688    

    減価償却累計額 3,681 1,126 2,784 904  

  (6) 土地 ※２   4,124 4,124  

  (7) 建設仮勘定   38 82  

   有形固定資産合計   14,184 19.4 12,612 18.0

 ２ 無形固定資産      

  (1) 借地権   3 3  

  (2) 商標権   0 0  

  (3) ソフトウェア   281 222  

  (4) その他   58 43  

   無形固定資産合計   342 0.5 268 0.4



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産        

  (1) 投資有価証券     361 320  

  (2) 関係会社株式     7,144 7,144  

  (3) 関係会社出資金     7,248 8,650  

  (4) 繰延税金資産     13,959 12,100  

  (5) その他     65 52  

  (6) 貸倒引当金     △10 △5  

   投資その他の 
   資産合計 

    28,767 39.3 28,261 40.2

   固定資産合計     43,293 59.2 41,141 58.6

   資産合計     73,211 100.0 70,231 100.0

         



  

  
  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

 １ 買掛金 ※１   6,036 4,884  

 ２ 短期借入金   4,000 5,000  

 ３ １年内返済予定 
長期借入金 

※２   3,820 3,820  

 ４ 未払金   2,328 1,925  

 ５ 未払費用   1,420 1,486  

 ６ 未払法人税等   39 92  

 ７ 前受金   737 141  

 ８ 製品保証引当金   114 142  

 ９ その他   69 43  

   流動負債合計   18,563 25.4 17,533 25.0

Ⅱ 固定負債      

 １ 長期借入金 ※２   20,832 17,012  

 ２ 退職給付引当金   860 576  

 ３ 役員退職慰労引当金   87 65  

 ４ その他   ― 1  

   固定負債合計   21,779 29.7 17,654 25.1

   負債合計   40,342 55.1 35,187 50.1

 (資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※３   10,800 14.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金 10,294 ―    

   資本剰余金合計   10,294 14.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金 952 ―    

 ２ 任意積立金      

  (1) 特別償却準備金 122 ―    

  (2) 別途積立金 28,900 ―    

 ３ 当期未処理損失(△) △18,266 ―    

   利益剰余金合計   11,708 16.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   67 0.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４   △0 △0.0 ― ―

   資本合計   32,869 44.9 ― ―

   負債資本合計   73,211 100.0 ― ―

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 10,800 15.4

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金 ― 10,294    

資本剰余金合計   ― ― 10,294 14.6

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 ― 952    

(2) その他利益剰余金      

特別償却準備金 ― 47    

別途積立金 ― 8,000    

繰越利益剰余金 ― 4,881    

利益剰余金合計   ― ― 13,880 19.8

４ 自己株式   ― ― △0 △0.0

株主資本合計   ― ― 34,974 49.8

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 70 0.1

評価・換算差額等合計   ― ― 70 0.1

純資産合計   ― ― 35,044 49.9

負債純資産合計   ― ― 70,231 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   62,428 100.0 67,209 100.0

Ⅱ 売上原価      

 １ 期首製品棚卸高 982 935    

 ２ 当期製品製造原価 
※１ 
※４ 

31,045 32,732    

 ３ 当期製品仕入高 ※１ 25,756 26,957    

   合計 57,783 60,624    

 ４ 他勘定振替高 ※２ 258 240    

 ５ 期末製品棚卸高 935 56,590 90.6 1,469 58,915 87.7

   売上総利益   5,838 9.4 8,294 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※３ 
※４ 

  6,962 11.2 5,576 8.3

営業利益又は 
営業損失(△) 

  △1,124 △1.8 2,718 4.0

Ⅳ 営業外収益      

 １ 受取利息 36 80    

 ２ 受取配当金 ※１ 1,390 2,431    

 ３ 為替差益 293 8    

 ４ 雑収入 42 1,761 2.8 64 2,583 3.9

Ⅴ 営業外費用      

 １ 支払利息 135 458    

 ２ 外国源泉税 ― 191    

 ３ 雑損失 8 143 0.2 4 653 1.0

   経常利益   494 0.8 4,648 6.9



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益      

 １ 固定資産売却益 ※５ 0 1    

 ２ 退職年金制度移行益 ― 0 0.0 302 303 0.5

Ⅶ 特別損失      

 １ 固定資産売却損 ※６ 15 13    

 ２ 固定資産除却損 ※７ 1,042 515    

 ３ 減損損失 110 3    

 ４ 関係会社整理損 ※８ 32,935 34,102 54.6 ― 531 0.8

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

  △33,608 △53.8 4,420 6.6

   法人税、住民税及び 
   事業税 

16 19    

   過年度法人税、 
住民税及び事業税 

△216 △29    

   法人税等調整額 △13,118 △13,318 △21.3 1,958 1,948 2.9

   当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  △20,290 △32.5 2,472 3.7

   前期繰越利益   2,224 ―  

   中間配当額   200 ―  

   当期未処理損失(△)   △18,266 ―  

       



製造原価明細書 

  

(注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   16,613 51.6 16,508 53.3 

Ⅱ 労務費   6,625 20.6 6,567 21.2 

Ⅲ 経費 ※１ 8,968 27.8 7,903 25.5 

  当期総製造費用   32,206 100.0 30,978 100.0 

  期首仕掛品棚卸高   3,604   4,304   

合計   35,810   35,282   

  他勘定振替高 ※２ 461   △463   

  期末仕掛品棚卸高   4,304   3,013   

  当期製品製造原価   31,045   32,732   

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

 外注加工費 2,085百万円

 減価償却費 1,617百万円

※１ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

 外注加工費 2,257百万円

 減価償却費 1,357百万円

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりでありま

す。 

 固定資産への振替 11百万円

 製造経費への振替 51百万円

 販売費及び一般管理費への振替 1百万円

 未収入金等への振替 398百万円

 計 461百万円

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりでありま

す。 

 製造経費への振替 21百万円

 販売費及び一般管理費への振替 2百万円

 未収入金等への振替 △486百万円

 計 △463百万円

 ３ 原価計算の方法 

   当社の原価計算は、主として工場別単純総合

原価計算であります。 

   但し、ＦＡ事業については個別原価計算であ

ります。 

   期中は予定原価を用い期末において原価差額

の調整計算を行っております。 

 ３ 原価計算の方法 

同左 



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

[利益処分計算書] 

  

  

株主総会承認年月日   
前事業年度

(平成18年６月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処理損失(△)     △18,266 

Ⅱ 任意積立金取崩高       

１ 別途積立金取崩高   20,900   

 ２ 特別償却準備金 
   取崩高 

  45 20,945 

合計     2,679 

Ⅲ 利益処分額       

 １ 利益配当金   100   

 ２ 任意積立金       

  特別償却準備金   4 104 

Ⅳ 次期繰越利益     2,575 

      



[株主資本等変動計算書] 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 資本 

準備金 
利益

準備金 

その他利益剰余金 

特別償却
準備金 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 10,800 10,294 952 122 28,900 △18,266 △0 32,802 

事業年度中の変動額                 

特別償却準備金の 
繰入(注)       4   △4   ― 

特別償却準備金の 
取崩(注)       △45   45   ― 

特別償却準備金の 
取崩       △34   34   ― 

別途積立金の取崩 
(注)         △20,900 20,900   ― 

剰余金の配当(注)           △100   △100 

剰余金の配当           △200   △200 

当期純利益           2,472   2,472 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)                 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △75 △20,900 23,147 ― 2,172 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 10,800 10,294 952 47 8,000 4,881 △0 34,974 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 67 67 32,869 

事業年度中の変動額       

特別償却準備金の 
繰入(注)     ― 

特別償却準備金の 
取崩(注)     ― 

特別償却準備金の 
取崩     ― 

別途積立金の取崩 
(注)     ― 

剰余金の配当(注)     △100 

剰余金の配当     △200 

当期純利益     2,472 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 3 3 3 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 3 3 2,175 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 70 70 35,044 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

   ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

 ② 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

  

デリバティブ 

同左 

  

３ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

製品・原材料・仕掛品とも主として

総平均法に基づく原価法によってお

ります。 

但し、ＦＡ事業については個別法に

基づく原価法によっております。 

  

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法によっております。 

 但し、平成10年４月1日以降に取得

した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

 建物及び構築物    ７～50年 

 機械及び装置     ５～10年 

 工具器具及び備品   ２～20年 

有形固定資産 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月1日以降に取得

した建物(建物附属設備は除く)につ

いては、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物及び構築物    ７～50年 

 機械及び装置     ５～10年 

 工具器具及び備品   ２～15年 

  無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用

可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

  

無形固定資産 

同左 

  

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

  

同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 製品保証引当金 

ＦＡ事業における製品の販売後

の保証に備えるため、当該保証

期間に対応する見積費用を過去

の実績に基づき計上しておりま

す。 

  

(2) 製品保証引当金 

同左 

  

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、７年による按分額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異につい

ては、７年による按分額を費用処

理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しておりま

す。 

  (追加情報) 

当社は、平成18年４月１日付けで

適格退職年金制度より、確定拠出

退職年金制度、確定給付退職年金

制度及び前払い退職金制度の混合

型年金制度へ移行しました。上記

移行に伴う影響額は特別利益とし

て302百万円計上しております。 

  

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

  

同左 

  

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  



  
会計方針の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。

これにより税引前当期純損失は110百万円増加しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

――――― 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、35,044

百万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 

(平成18年３月31日) 

当事業年度 

(平成19年３月31日) 

※１ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

  

売掛金 4,397百万円

未収入金 850百万円

短期貸付金 840百万円

買掛金 3,139百万円

※１ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

  

売掛金 4,243百万円

未収入金 712百万円

短期貸付金 690百万円

買掛金 2,721百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

建物 1,296百万円

土地 165百万円

計 1,461百万円

   

１年内返済予定長期借入金 1,400百万円

長期借入金 1,800百万円

計 3,200百万円

   

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 

建物 1,208百万円

土地 165百万円

計 1,373百万円

   

１年内返済予定長期借入金 1,400百万円

長期借入金 400百万円

計 1,800百万円

   

  

※３ 会社が発行する株式の総数  

    普通株式 64,000,000株

   発行済株式総数  

    普通株式 20,046,200株

――――― 

※４ 自己株式の保有数 

    普通株式               112株 

  

――――― 

 ５ 偶発債務 

輸出為替手形割引高                42百万円 

  

――――― 

  

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産の時

価評価により増加した純資産額 

  65百万円

――――― 

――――― 

  

※７ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

   なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。 

受取手形                   10百万円 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

  

売上高 35,873百万円

製品・材料等仕入高 27,798百万円

受取配当金 1,385百万円

※１ 各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

  

売上高 36,115百万円

製品・材料等仕入高 28,707百万円

受取配当金 2,429百万円

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

製造経費 57百万円

販売費及び一般管理費 76百万円

未収入金等 125百万円

計 258百万円

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

製造経費 88百万円

販売費及び一般管理費 102百万円

未収入金等 50百万円

計 240百万円

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

  

   なお、販売費及び一般管理費のうち販売費の割合

は約33％であります。 

給料手当 2,375百万円

退職給付費用 263百万円

役員退職慰労引当金繰入額 26百万円

製品保証引当金繰入額 114百万円

貸倒引当金繰入額 87百万円

販売手数料 175百万円

減価償却費 541百万円

開発研究費 380百万円

特許使用料 253百万円

手数料 377百万円

※３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

給料手当 2,013百万円

退職給付費用 121百万円

役員退職慰労引当金繰入額 19百万円

製品保証引当金繰入額 142百万円

減価償却費 449百万円

租税公課 506百万円

特許使用料 413百万円

手数料 292百万円

  

   なお、販売費及び一般管理費のうち販売費の割合

は約37％であります。 

    

※４ 研究開発費の総額 

    

一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費 

2,040百万円

※４ 研究開発費の総額 

    

一般管理費及び当期製造費用
に含まれる研究開発費 

1,360百万円

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

車両及び運搬具他 0百万円

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

機械及び装置他 1百万円

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

土地他 15百万円

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

機械及び装置他 13百万円

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

※８ 関係会社整理損の主なものは、エルディス株式会

社の株式評価損及び解散に伴う保証債務の履行に

よるものであり、内訳は以下のとおりでありま

す。 

機械及び装置 25百万円

工具器具及び備品 65百万円

建設仮勘定 951百万円

その他 1百万円

計 1,042百万円

関係会社株式評価損 9,500百万円

保証債務損失等 23,435百万円

計 32,935百万円

※７ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

――――― 

機械及び装置 273百万円

工具器具及び備品 100百万円

建設仮勘定 125百万円

その他 17百万円

計 515百万円



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
  

(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

  

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  前事業年度末 

株式数(千株) 

当事業年度 

増加株式数(千株) 

当事業年度 

減少株式数(千株) 

当事業年度末 

株式数(千株) 

自己株式        

普通株式 0 ― ― 0 

合 計 0 ― ― 0 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

    
機械 

及び装置 
  
工具器具 
及び備品 

  その他   合計

    (百万円)   (百万円)   (百万円)   (百万円)
取得価額 
相当額 

  2,693   180   1,695   4,568

減価償却 
累計額 
相当額 

  1,905   76   679   2,660

期末残高 
相当額 

  788   104   1,016   1,908

機械
及び装置

工具器具
及び備品

その他   合計 

    (百万円)   (百万円)   (百万円)   (百万円)
取得価額
相当額 

2,747 159 1,788   4,694 

減価償却
累計額 
相当額 

1,834 93 965   2,892 

期末残高
相当額 

913 66 823   1,802 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 796百万円

１年超 1,161百万円

合計 1,957百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 901百万円

１年超 944百万円

合計 1,845百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相 

   当額 

支払リース料 928百万円

減価償却費相当額 881百万円

支払利息相当額 46百万円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相 

   当額 

支払リース料 987百万円

減価償却費相当額 935百万円

支払利息相当額 45百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

 (5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 

(平成18年３月31日) 

当事業年度 

(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 372百万円 

 未払費用 183百万円 

 退職給付引当金 344百万円 

 役員退職慰労引当金 35百万円 

 固定資産除却損 636百万円 

 繰越欠損金 

その他 

13,299百万円 

650百万円 

繰延税金資産小計 15,519百万円 

評価性引当額 △475百万円 

繰延税金資産合計 15,044百万円 

繰延税金負債   

 特別償却準備金 53百万円 

 その他 44百万円 

繰延税金負債合計 97百万円 

繰延税金資産の純額 14,947百万円 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 396百万円 

 未払事業税 45百万円 

 未払費用 184百万円 

 退職給付引当金 230百万円 

 役員退職慰労引当金 26百万円 

 固定資産除却損 774百万円 

 繰越欠損金 

その他 

11,630百万円 

477百万円 

繰延税金資産小計 13,762百万円 

評価性引当額 △698百万円 

繰延税金資産合計 13,064百万円 

繰延税金負債   

 特別償却準備金 31百万円 

繰延税金負債合計 31百万円 

繰延税金資産の純額 13,033百万円 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  税引前当期純損失が計上されているため記載してお

りません。 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％ 

 (調整)   

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

0.4％ 

受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目 

△1.6％ 

 住民税均等割 0.4％ 

 評価性引当額 5.1％ 

 その他 △0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1％ 



(１株当たり情報) 

  

 (注) １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,639円68銭 １株当たり純資産額 1,748円19銭

１株当たり当期純損失金額 1,012円14銭 １株当たり当期純利益金額 123円35銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載
しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、調整計算の結果、１株当たり当期純利益金額が希
薄化しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額 
   

当期純利益 

又は当期純損失(△)(百万円) 
△20,290 2,472

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
― ―

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失(△)(百万円) 
△20,290 2,472

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,046 20,046

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

平成15年６月25日定時株主総会決議

新株予約権及び平成16年６月25日定

時株主総会決議新株予約権。 

これらの詳細については、「第４

提出会社の状況 １ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

平成16年６月25日定時株主総会決議

新株予約権。 

詳細については、「第４ 提出会社

の状況 １ 株式等の状況 (2) 新

株予約権等の状況」に記載のとおり

であります。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券については、資産総額の１％以下のため、財務諸表等規則第124条の規定に基づき、記載を省略して

おります。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２ 当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。 

３ 無形固定資産については、資産総額の１％以下のため、前期末残高、当期増加額及び当期減少額の記載を省略しておりま

す。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額

又は 
償却累計額
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産               

 建物 12,482 35 
3

( 3) 
12,514 7,368 375 5,146 

 構築物 1,289 4 0 1,293 1,031 40 262 

 機械及び装置 12,108 175 1,809 10,474 8,412 796 2,062 

 車両及び運搬具 207 9 24 192 160 12 32 

 工具器具及び備品 4,807 395 1,514 3,688 2,784 498 904 

 土地 4,124 ― 
0

( 0) 
4,124 ― ― 4,124 

 建設仮勘定 38 190 146 82 ― ― 82 

有形固定資産計 35,055 808 
3,496
(  3) 

32,367 19,755 1,721 12,612 

無形固定資産               

 借地権 ― ― ― 3 ― ― 3 

 商標権 ― ― ― 1 1 0 0 

 ソフトウェア ― ― ― 491 269 83 222 

 その他 ― ― ― 158 115 2 43 

無形固定資産計 ― ― ― 653 385 85 268 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

――― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

機械及び装置 本社 スピーカー生産設備 132百万円

  米沢事業所 有機ＥＬ生産設備 1,224百万円

  天童南事業所 ＦＡデモライン 192百万円

工具器具及び備品 本社 金型 1,029百万円

  米沢事業所 金型 364百万円



【引当金明細表】 

  

(注)  貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒引当洗替額及び対象債権の回収による取崩額であります。 

    

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 122 66 7 115 66 

製品保証引当金 114 142 114 ― 142 

役員退職慰労引当金 87 19 41 ― 65 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 3 

預金   

当座預金 1,297 

普通預金 1,421 

定期預金 1,872 

計 4,590 

合計 4,593 

相手先 金額(百万円) 

三立興産㈱ 463 

石川産業㈱ 230 

㈱友栄 107 

大興電気商事㈱ 102 

㈱ナ・デックス 78 

その他 89 

合計 1,069 

期日 金額(百万円) 

平成19年４月満期 384 

  〃  ５月 〃  456 

  〃  ６月 〃  84 

  〃  ７月 〃  129 

  〃  ８月 〃  16 

合計 1,069 



③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) １ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には、消費税等が含まれております。 

２ 得意先からの材料有償支給額は、賃加工的要素が強いので、損益計算書上売上高及び売上原価に含めない処理をしており

ますが、上記金額には、当該有償支給額が含まれております。 

  

④ 製品 
  

  

⑤ 原材料 
  

  

相手先 金額(百万円) 

パイオニア㈱ 2,818 

㈱日立ハイテクノロジーズ 1,539 

シャープ㈱  1,075 

上海先鋒電声器材有限公司 791 

石川産業㈱ 767 

その他 6,536 

合計 13,526 

前期繰越高 
(百万円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 

  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

12,152 73,065 71,691 13,526 84.1 64.1 

事業 金額(百万円) 

エレクトロニクス関連事業 1,469 

合計 1,469 

品目 金額(百万円) 

主要材料 533 

補助材料 17 

合計 550 



⑥ 仕掛品 
  

  

⑦ 関係会社株式 

  

  

事業 金額(百万円) 

エレクトロニクス関連事業 734 

産業用機器事業 2,279 

合計 3,013 

銘柄 金額(百万円) 

(子会社株式)   

Pioneer Speakers,Inc. 3,785 

Tohoku Pioneer (Thailand) Co.,Ltd. 1,434 

最上電機㈱ 1,366 

パイオテック㈱ 150 

Pioneer Industrial Components (Hong Kong) Ltd. 141 

その他 161 

小計 7,037 

(関連会社株式)   

Thai Mikami Co.,Ltd. 107 

小計 107 

合計 7,144 



⑧ 関係会社出資金 
  

  

⑨ 繰延税金資産 

繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で13,033百万円であり、その内訳については、 

「２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項(税効果会計関係)」に記載しております。 

  

⑩ 買掛金 

  

  

⑪ 短期借入金 

  

(注) ㈱殖産銀行は、平成19年５月７日に㈱山形しあわせ銀行と合併し、㈱きらやか銀行となってお 

ります。 

  

相手先 金額(百万円) 

上海先鋒電声器材有限公司 6,550 

Tohoku Pioneer (Vietnam) Co.,Ltd. 1,987 

上海先鋒電鍍技術有限公司 113 

合計 8,650 

相手先 金額(百万円) 

上海先鋒電声器材有限公司 1,625 

パイオニア㈱ 357 

ティーエスイー㈱ 355 

Pioneer Industrial Components（Hong Kong）Ltd. 192 

㈱オプトサイエンス 187 

その他 2,168 

合計 4,884 

借入先 金額(百万円) 

㈱山形銀行 1,000 

㈱殖産銀行 1,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,000 

㈱みずほ銀行 1,000 

㈱三井住友銀行 1,000 

合計 5,000 



⑫ 長期借入金(１年内返済予定長期借入金を含む) 

(注) ㈱殖産銀行は、平成19年５月７日に㈱山形しあわせ銀行と合併し、㈱きらやか銀行となってお 

ります。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先 金額(百万円) 

パイオニア興産㈱ 6,000(  ―  ) 

㈱山形銀行 1,966(   356) 

㈱殖産銀行 1,966(   356) 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,966(   356) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,877(   356) 

㈱みずほ銀行 1,877(   356) 

㈱三井住友銀行 1,877(   356) 

日本政策投資銀行 1,800( 1,400) 

㈱足利銀行 1,503(   284) 

合計 20,832( 3,820) 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当社定款の定めにより、当社の株主(実質株主を含む。以下同じ。)は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第

２項各号に掲げる権利、株主の有する取得請求権付株式の取得を当社に対して請求する権利、株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を行使することはできません。 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 本店、全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
1.喪失登録    １件につき10,000円
2.喪失登録株券  １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 本店、全国各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

  

事業年度 

(第41期) 
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

  平成18年６月28日 

関東財務局長に提出 

(2)  
  

半期報告書 事業年度 

(第42期中) 
自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 
  

平成18年12月22日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

東北パイオニア株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北パ

イオニア株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

北パイオニア株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

平成18年６月27日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  廣  川  英  資   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  橋  本  俊  光   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

東北パイオニア株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北パ

イオニア株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

北パイオニア株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

平成19年６月26日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  廣  川  英  資   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  橋  本  俊  光   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

東北パイオニア株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北パ

イオニア株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北パ

イオニア株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったた

め、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  
  

平成18年６月27日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  廣  川  英  資   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  橋  本  俊  光   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

東北パイオニア株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東北パ

イオニア株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東北パ

イオニア株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

平成19年６月26日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  廣  川  英  資   

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  橋  本  俊  光   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書及び株主資本等変動計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/91
	pageform2: 2/91
	form1: EDINET提出書類  2007/06/27 提出
	form2: 東北パイオニア株式会社(352118)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/91
	pageform4: 4/91
	pageform5: 5/91
	pageform6: 6/91
	pageform7: 7/91
	pageform8: 8/91
	pageform9: 9/91
	pageform10: 10/91
	pageform11: 11/91
	pageform12: 12/91
	pageform13: 13/91
	pageform14: 14/91
	pageform15: 15/91
	pageform16: 16/91
	pageform17: 17/91
	pageform18: 18/91
	pageform19: 19/91
	pageform20: 20/91
	pageform21: 21/91
	pageform22: 22/91
	pageform23: 23/91
	pageform24: 24/91
	pageform25: 25/91
	pageform26: 26/91
	pageform27: 27/91
	pageform28: 28/91
	pageform29: 29/91
	pageform30: 30/91
	pageform31: 31/91
	pageform32: 32/91
	pageform33: 33/91
	pageform34: 34/91
	pageform35: 35/91
	pageform36: 36/91
	pageform37: 37/91
	pageform38: 38/91
	pageform39: 39/91
	pageform40: 40/91
	pageform41: 41/91
	pageform42: 42/91
	pageform43: 43/91
	pageform44: 44/91
	pageform45: 45/91
	pageform46: 46/91
	pageform47: 47/91
	pageform48: 48/91
	pageform49: 49/91
	pageform50: 50/91
	pageform51: 51/91
	pageform52: 52/91
	pageform53: 53/91
	pageform54: 54/91
	pageform55: 55/91
	pageform56: 56/91
	pageform57: 57/91
	pageform58: 58/91
	pageform59: 59/91
	pageform60: 60/91
	pageform61: 61/91
	pageform62: 62/91
	pageform63: 63/91
	pageform64: 64/91
	pageform65: 65/91
	pageform66: 66/91
	pageform67: 67/91
	pageform68: 68/91
	pageform69: 69/91
	pageform70: 70/91
	pageform71: 71/91
	pageform72: 72/91
	pageform73: 73/91
	pageform74: 74/91
	pageform75: 75/91
	pageform76: 76/91
	pageform77: 77/91
	pageform78: 78/91
	pageform79: 79/91
	pageform80: 80/91
	pageform81: 81/91
	pageform82: 82/91
	pageform83: 83/91
	pageform84: 84/91
	pageform85: 85/91
	pageform86: 86/91
	pageform87: 87/91
	pageform88: 88/91
	pageform89: 89/91
	pageform90: 90/91
	pageform91: 91/91


